
木谷

○杉山ほか(1991a，1991b，1993a)は庄川断層帯の中部に位置する白川断層の白川村木谷地点において，河岸段丘を変位させる比高2-5mの低段丘崖を横切ってトレ
ンチ調査(KA・KBトレンチ)を実施しており，その調査結果について，地震調査委員会(2004b)は以下のように評価している。
・トレンチ壁面には複数の断層(F1-F4断層)が認められ，このうちF1-F3断層は，表層直下の腐植土層(B層)の少なくとも中部まで変位させているため，少なくともB層
の堆積中－堆積後に1回以上の断層活動があったと考えられる。

・KAトレンチの南壁面では，Ｆ3断層により約2千4百－2千8百年前の年代を示す層準が切られている。
・以上より，木谷地点での最新活動は2千8百年前以後に生じたと推定される。

木谷地点トレンチ壁面スケッチ(地震調査委員会（2004b)に一部加筆)

文献によるトレンチ調査位置

0 5km

KAトレンチ

KBトレンチ

・スケッチ中の年代値は，暦年未
補正の放射線炭素同位体年代
（以下は暦年補正後の年代値）

・B層：2500 → 約2千8百 - 2千4
百年前

2.5-8-5

青字：地震調査委員会(2004b)の断層名

地震調査委員会(2004b)トレース

活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜
ほか，2020；熊原ほか，2020；堤ほか，2008）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜ほか，2020 ；

熊原ほか，2020 ；堤ほか，2003，2008；東郷ほか，1998；松多ほか，
2016； 基図は地理院地図))に一部加筆)

補足資料2.5-8 御母衣断層の調査データ

2.5-8(3)  御母衣断層の活動性 －木谷地点のトレンチ調査(杉山ほか，1991a,b；1993a) －



寺河戸

○杉山ほか(1991a，1991b，1993b)は三尾河断層南端部から約4kmの寺河戸地点では，断層が通過する山地の鞍部においてトレンチ調査(A・B・Cトレンチ)を実施してお
り，その調査結果について，地震調査委員会(2004b)は以下のように評価している。
・A-Cトレンチとも，炭化木片を大量に含む腐植土層(e層)の中部までを確実に切り，崩積堆積物(d層)，あるいは腐植質粘土層(b-c層)に覆われる断層が認められる。
・e層及び上位の地層からは，下位層よりも古い14C年代も得られていることから，杉山ほか（1991b）はこれらの地層は再堆積によるものと推定している。
・以上より，寺河戸地点の最新活動はe層堆積より後，d層堆積より前に生じた可能性があり，その年代はe層から得られた最も若い年代(11-13世紀)よりも新しい可
能性があると判断する。

寺河戸地点トレンチ壁面スケッチ(地震調査委員会（2004b)に一部加筆)

0 5km

Aトレンチ

Cトレンチ

Bトレンチ

・スケッチ中の年代値は，暦年未
補正の放射線炭素同位体年代
（以下は暦年補正後の年代値）

・e層：840 → 11 – 13世紀

2.5-8-6文献によるトレンチ調査位置

青字：地震調査委員会(2004b)の断層名

地震調査委員会(2004b)トレース

活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜
ほか，2020；熊原ほか，2020；堤ほか，2008）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜ほか，2020 ；

熊原ほか，2020 ；堤ほか，2003，2008；東郷ほか，1998；松多ほか，
2016； 基図は地理院地図))に一部加筆)

補足資料2.5-8 御母衣断層の調査データ

2.5-8(3) 御母衣断層の活動性 －寺河戸地点のトレンチ調査(杉山ほか，1991a,b；1993b)－



■北端
○後藤ほか(2020)は，加須良断層の北端である，石川県金沢市戸室山付近を庄川断層帯の北端としている。

■南端
○地震調査委員会(2004b)は，三尾河断層の南端である，岐阜県郡上市北部付近を庄川断層帯の南端としている。
○地震調査委員会(2004b)の三尾河断層の南方延長に，直線状の谷が認められることから，谷地形の直線性が途絶える地点（岐阜県郡上市明宝奥住付近）を御母衣

断層の南端とした（次頁）。

北端拡大図
(活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2020；堤ほか，2003；東郷
ほか，1998；松多ほか，2016； 基図は地理院地図))に一部加筆)

南端拡大図
(活断層図(都市圏活断層図)(中埜ほか，2020 ；熊原ほか，

2020 ；堤ほか，2008； 基図は地理院地図))に一部加筆)

当社評価による南端
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北端拡大範囲

南端拡大範囲

群上市
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戸室山

・南端付近の地形調査結果は次頁
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約74㎞

2.5-8-7

青字：地震調査委員会(2004b)の断層名

地震調査委員会(2004b)トレース

活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜
ほか，2020；熊原ほか，2020；堤ほか，2008）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜ほか，2020 ；熊原ほか，2020 ；堤ほか，2003，2008；

東郷ほか，1998；松多ほか，2016； 基図は地理院地図))に一部加筆)

補足資料2.5-8 御母衣断層の調査データ

2.5-8(4)  御母衣断層の端部

（三尾河断層の南方延長に
認められる直線状の谷地形
の直線性が途絶える地点）

（後藤ほか(2020)による
加須良断層の北端）



【南端付近の地形調査】

・地震調査委員会(2004b)は，三尾河断層の南端である，岐阜県郡上市北部付近を庄川断層帯の南端としており，この付近では大規模な崩落地形が発達する。
・この崩落地形の南東方に直線状の谷が認められることから，この谷地形の直線性が途絶える地点（岐阜県郡上市明宝奥住付近）を御母衣断層の南端と評価した。

空中写真

地震調査委員会(2004b)による三尾河断層の南端

当社評価による南端
（三尾河断層の南方延長に認められる直線状の谷地形

の直線性が途絶える地点）

南端拡大図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2008； 基図は地理院地図))に一部加筆)

南端拡大範囲

1km

1km

群上市

明宝奥住

御母衣断層

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2020；後藤ほか，2019；中埜ほか，
2020 ；熊原ほか，2020 ；堤ほか，2008； 基図は地理院地図))に一部加筆)

0 5km

2.5-8-8

青字：地震調査委員会(2004b)の断層名

地震調査委員会(2004b)トレース

活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜
ほか，2020；熊原ほか，2020；堤ほか，2008）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

補足資料2.5-8 御母衣断層の調査データ

崩落地形

崩落地形



2.5-9-1

補足資料２．５－９

ふく い へい や とう えん

福井平野東縁断層帯の調査データ



【文献調査】（補足資料2.5-9（2）P. 2.5-9-3)

○地震調査委員会（2009）は，福井平野東縁断層帯は主部と西部からなるとしている。石川県加賀市沖合の海域から福井県福井市までの区間に図示している加賀市沖の断層，剣ヶ岳断層，見
当山断層，細呂木断層，瓜生断層，篠岡断層及び松岡断層より構成される断層帯を福井平野東縁断層帯主部としている。長さは約45kmで，概ね南北方向に延び，傾斜は地表付近で50°東
傾斜-ほぼ垂直で，左横ずれかつ東側隆起の逆断層としており，最新活動時期は約3千4百年前以後，約2千9百年前以前であったと推定している。また，1948年福井地震の震源断層の主断
層で，福井県坂井市沖合の海域から福井県福井市までの区間に図示している福井平野東縁断層帯西部は，長さ約33kmで，概ね北北西-南南東に延び，左横ずれが卓越し，中部から北部で
は東側隆起成分，南部では西側隆起成分を伴うとしている。

○「都市圏活断層図」(東郷ほか，2001)は，地震調査委員会（2009）の福井平野東縁断層帯主部とほぼ同じ位置に，福井平野東縁断層帯（長さ約23km以上）を図示している。

福井平野東縁断層帯は後期更新世以降の活動が否定
できず，その長さとして約45km区間を評価する。

【文献調査】

○地震調査委員会(2009)は，福井平野東縁断層帯主部につい
て，産業技術総合研究所(2008)の瓜生断層中川地点におけ
るトレンチ調査及び松岡断層吉野堺地点におけるボーリン
グ調査，ピット調査及び地形測量調査結果を踏まえ，最新活
動時期は約3千4百年前以後，2千9百年前以前であると推定
している（補足資料2.5-9（3）P.2.5-9-4～6）。

○地震調査委員会（2009）は，福井平野東縁断層帯西部につい
て，1948年の福井地震前後の一等三角点－三等三角点及
び水準点の測量結果（那須（1949）など）や，地震時にあらわ
れたとされる断裂帯（那須（1949）など），断裂帯に沿って広
範囲に地表変位が現れたことを示唆する観測結果（鉄道トン
ネルのクラック等；Nasu，1950）を踏まえ，最新活動時期は，
1948年の福井地震であると判断している（補足資料2.5-9（3）
P.2.5-9-4） 。

○産業技術総合研究所(2008)は瓜生断層中川地点のトレンチ
調査において，傾斜80°E～90°の高角な断層及び低角の
派生断層を確認している（補足資料2.5-9（3）P.2.5-9-5）。

○地震調査委員会（2009）は，断層面の傾斜について，断層露
頭の調査結果に基づくと，地表付近では50°東傾斜-ほぼ
垂直と推定されるとしている。また，福井県（1999）が実施し
た中部－南部に位置する篠岡断層の南方延長部を東西に
横断する反射法弾性波探査の結果に基づくと，篠岡断層の
断層面は深度 150ｍ以浅では 20°－40°程度で東傾斜を
示す可能性があるとしている。ただし，篠岡断層は南北に並
走する3条の断層のうち最も前面に位置することから，この
値を福井平野東縁断層帯主部全体の傾斜とみなすことはで
きないとしている（補足資料2.5-9（3）P.2.5-9-7） 。

⇒文献調査の結果，福井平野東縁断層帯は，走向がN-S方向，
傾斜が東傾斜（約50°～ほぼ垂直)の断層帯と推定され，後
期更新世以降の活動が否定できないと評価。

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(東郷ほか，2001; 基図は地理院地図))に一部加筆)
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地震調査委員会(2009)トレース 都市圏活断層図(東郷ほか，2001)トレース
文献によるボーリング調査，ピット調査
及びトレンチ調査
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約45㎞

断層位置
推定区間

青字：地震調査委員会(2009)の断層名 紫字：都市圏活断層図（東郷ほか，2001)の断層名
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篠岡断層南方延長部の
反射法弾性波探査測線

■北端(補足資料2.5-9（4)
P.2.5-9-8）

【文献調査】

○地震調査委員会(2009)は，加
賀市沖の断層の北端である，
石川県加賀市沖合の海域を
福井平野東縁断層帯主部の
北端としている。

→地震調査委員会（2009）によ
る加賀市沖の断層の北端を
福井平野東縁断層帯の北端
と評価。

■南端(補足資料2.5-9（4)
P.2.5-9-8)

【文献調査】

○地震調査委員会(2009)は，松
岡断層の南端である，福井
県福井市付近を福井平野東
縁断層帯主部の南端として
いる。

→地震調査委員会(2009)による
松岡断層の南端を福井平野
東縁断層帯の南端と評価。

⇒地震調査委員会（2009）によ
る加賀市沖の断層の北端か
ら松岡断層の南端までの約
45km区間を福井平野東縁
断層帯として評価。

補足資料2.5-9 福井平野東縁断層帯の調査データ

2.5-9(1) 福井平野東縁断層帯の評価結果

（地震調査委員会（2009）による
加賀市沖の断層の北端）

（地震調査委員会(2009)による
松岡断層の南端）



○地震調査委員会（2009）は，福井平野東縁断層帯は主部と西部からなるとしている。
石川県加賀市沖合の海域から福井県福井市までの区間に図示している加賀市沖の
断層，剣ヶ岳断層，見当山断層，細呂木断層，瓜生断層，篠岡断層及び松岡断層よ
り構成される断層帯を福井平野東縁断層帯主部としている。長さは約45kmで，概ね
南北方向に延び，傾斜は地表付近で50°東傾斜-ほぼ垂直で，左横ずれかつ東側隆
起の逆断層としており，最新活動時期は約3千4百年前以後，約2千9百年前以前で
あったと推定している。また，1948年福井地震の震源断層の主断層で，福井県坂井
市沖合の海域から福井県福井市までの区間に図示している福井平野東縁断層帯西
部は，長さ約33kmで，概ね北北西-南南東に延び，左横ずれが卓越し，中部から北部
では東側隆起成分，南部では西側隆起成分を伴うとしている。

○地震調査委員会（2009）は，「新編 日本の活断層」（活断層研究会，1991）や「活断層
詳細デジタルマップ」（中田・今泉，2002）等の文献を引用しており，これらの内容を踏
まえた結果になっていると考えられる。

○「新編 日本の活断層」(活断層研究会，1991)は，地震調査委員会(2009) の福井平野
東縁断層帯主部とほぼ同じ位置に剣ヶ岳断層（確実度Ⅱ，西側低下），細呂木断層
(確実度Ⅱ，西側低下)，篠岡断層（確実度Ⅱ，西側低下），松岡断層(確実度Ⅱ，西側
低下)，及び福井東側地震断層を図示している。剣ヶ岳断層はNS走向，長さ20km，活
動度Ｂ～C，東側の山地高度等が隆起，細呂木断層はNNW走向，長さ12㎞，活動度B，
東側の丘陵高度が隆起，篠岡断層はNS走向，長さ2㎞，東側の段丘面が5m隆起，松
岡断層はNNW走向，長さ8km，活動度Ｂ，東側の山地高度等が隆起と記載している。
また，福井平野東縁断層帯西部とほぼ同じ位置に，福井地震断層を図示している。

○「都市圏活断層図」(東郷ほか，2001)は，地震調査委員会（2009）の福井平野東縁断
層帯主部とほぼ同じ位置に，福井平野東縁断層帯（長さ23km以上）を図示している。

○文科省ほか（2016）は，福井平野東縁断層帯を横断して浅部の高分解能反射法地震
探査を実施し，暫定的な深度断面図において，断層帯を構成する2条の断層の推定
地点付近でほぼ垂直な断層が推定される一方で，福井地震の震源断層が位置すると
推定される領域では，明瞭な変形構造は確認できないとしている。

○「活断層詳細デジタルマップ［新編］」(今泉ほか，2018)は，地震調査委員会(2009) とほ
ぼ同じ位置に福井平野東縁断層帯を示し，長さ約15㎞の南北方向に延びる東側隆起
の断層帯としている。断層に沿って西向きの低断層崖や撓曲崖，および地形面の東
への逆傾斜を伴い，一部に河谷の左屈曲も認められるとしている。なお，「活断層詳
細デジタルマップ[新編]」（今泉ほか，2018）に示されている断層の位置及びトレース
は，旧版である「活断層詳細デジタルマップ」（中田・今泉，2002）から変更されていな
い。

○「活断層データベース」(産業技術総合研究所地質総合センター)は，福井平野断層帯
主部を松岡活動セグメント，福井平野断層帯西部を金津セグメントとして図示している。

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(東郷ほか，2001; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2009)トレース

都市圏活断層図(東郷ほか，2001)トレース

青字：地震調査委員会(2009)の断層名

紫字：都市圏活断層図(東郷ほか，2001)の断層名
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・活断層研究会（1991)，今泉ほか（2018)等の文献による
断層位置は補足資料1.1-1 2.5-9-3
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補足資料2.5-9 福井平野東縁断層帯の調査データ

2.5-9(2)  福井平野東縁断層帯の文献調査



○地震調査委員会(2009)は，福井平野東縁断層帯主部について，産業技術総合研究所(2008)の瓜生断層中川地点におけるトレンチ調査（次頁）及び松岡断層吉野堺地点におけるボーリング調
査，ピット調査及び地形測量調査結果（次々頁）を踏まえ，最新活動時期は約3千4百年前以後，2千9百年前以前であると推定している。

○また，地震調査委員会（2009）は，福井平野東縁断層帯西部について，1948年の福井地震前後の一等三角点－三等三角点及び水準点の測量結果（那須（1949）など）や，地震時にあらわれ
たとされる断裂帯（那須（1949）など），断裂帯に沿って広範囲に地表変位が現れたことを示唆する観測結果（鉄道トンネルのクラック等；Nasu，1950）を踏まえ，最新活動時期は，1948年の福
井地震であると判断している。

○産業技術総合研究所(2008)は瓜生断層中川地点のトレンチ調査（次頁）において，傾斜80°E～90°の高角な断層及び低角の派生断層を確認している。

○地震調査委員会（2009）は，福井県（1999）が実施した中部－南部に位置する篠岡断層の南方延長部を東西に横断する反射法弾性波探査の結果に基づくと，篠岡断層の断層面は深度 150ｍ
以浅では 20°－40°程度で東傾斜を示す可能性があるとしている。ただし，篠岡断層は南北に並走する3条の断層のうち最も前面に位置することから，この値を福井平野東縁断層帯主部全
体の傾斜とみなすことはできないとしている（補足資料2.5-9（3）P.2.5-9-7） 。

福井平野東縁断層帯の活動の時空間分布図（地震調査委員会，2009）断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(東郷ほか，2001; 基図は地理院地図) に一部加筆)

地震調査委員会(2009)トレース

都市圏活断層図(東郷ほか，2001)トレース

文献によるボーリング調査，ピット調査
及びトレンチ調査位置

青字：地震調査委員会(2009)の断層名
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2.5-9-4
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篠岡断層南方延長部の
反射法弾性波探査測線

補足資料2.5-9 福井平野東縁断層帯の調査データ

2.5-9(3)  福井平野東縁断層帯の活動性



○産業技術総合研究所(2008)は，瓜生断層のあわら市中川地点において，河成段丘面（Lf2面）を横切る断層崖の延長部を横切る形でトレンチ調査を実施しており，
その調査結果について，地震調査委員会(2009)は以下のように評価している。
・トレンチ壁面では，Lf2面を構成する砂礫層（K層）とその上位の細粒なシルト層や砂層（C-J層）が分布し，これらの地層を切る走向N5°E，傾斜80°E～90°の高
角な断層及び低角の派生断層が確認された。

・断層は両壁面においてE層までを変位させ，C層に覆われる。歴史地震との対比や，C層には上下変位は見られないことから，C層は最新活動以降に堆積した地
層であると判断される（産業技術総合研究所，2008）。

・確実に変位を受けた最上位層であるE層からは最も古い値として約３千４百－３千３百年前， 断層を覆う C 層からは最も新しい値として約３千－２千９百年前を示
す 14C 年代値が得 られていることから，本断層の最新活動は，約３千４百年前以後，約２千９百年前以前であったと推定される。

・なお，本地点は 1948 年福井地震発生当時には役場が立地していた場所であり，A 層は役場造成時に客土された人工的な地層であると推定される（産業技術総
合研究所，2008）。この A 層は断層変位を受けていないことから，1948年福井地震時にはこの断層は活動していないと考えられる。

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(東郷ほか，2001; 基図は地理院地図)に一部加筆)

瓜生断層中川地点トレンチのスケッチ（地震調査委員会，2009）

地震調査委員会(2009)トレース

都市圏活断層図(東郷ほか，2001)トレース
文献によるボーリング調査，ピット調査
及びトレンチ調査位置

青字：地震調査委員会(2009)の断層名
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・グリッドは1m間隔。
・スケッチ中の年代値は，暦年未補正の放射線炭素

同位体年代（以下は暦年補正後の年代値）
・E層：3,070±30 → 約3千4百- 3千3百年前
・C層：2,780±40 → 約3千- 2千9百年前 2.5-9-5

中川

補足資料2.5-9 福井平野東縁断層帯の調査データ

2.5-9(3)  福井平野東縁断層帯の活動性 －中川地点のトレンチ調査(産業技術総合研究所，2008)－



○産業技術総合研究所（2008）は，松岡断層の吉田郡永平寺町吉野堺地点（同町松岡地点及び福井市重立地点を含む）において，松岡断層によって変位を受けて
いると考えられる低位の河成段丘面（Lf2面，Lf3面）と A面（谷底面）を対象として，ボーリング調査，ピット調査及び地形測量調査を実施しており，その調査結果に
ついて，地震調査委員会(2009)は以下のように評価している。
・産業技術総合研究所（2008）は，Lf2 面では約１万７千年前及び約２万年前の14C 年代値，Lf3 面では段丘構成礫層最上部付近から約９千５百－９千４百年前，
構成層直上のシルト層から約７千７百－７千６百年前の 14C 年代値，A 面を構成する堆積物からは約４千２百－４千年前の値の 14C年代値がそれぞれ得られてい
ることから，Lf2 面，Lf3 面，A 面の形成年代を，それぞれ約２万－１万７千年前，約９千５百－７千６百年前， 約４千２百－４千年前以降と判断できるとしている。

・また，写真測量によって作成した地形断面から計測された松岡断層の上下変位量は，Lf2 面で 約 2.2－2.1 m，Lf3 面で 1.5－1.4 m，A 面で 1.6－1.4 m であること
から，Lf2 面は２回の断層変位を受けているのに対し，Lf3 面や A 面はおそらく１回の断層変位しか受けていない可能性がある（産業技術総合研究所，2008）。

・したがって，本地点では，約２万年前以後，約７千６百年前以前に一回以上の断層活動があり， その後，約４千２百年前以後に最新活動があった可能性がある

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)((東郷ほか，2001; 基図は地理院地図) )に一部加筆)

吉野堺地形面区分図(産業技術総合研究所，2008)

地形断面図(産業技術総合研究所，2008)
米軍撮影1万分の1航空写真を標定し，復元した地形から断面を取得
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地震調査委員会(2009)トレース

都市圏活断層図(東郷ほか，2001)トレース
文献によるボーリング調査，ピット調査
及びトレンチ調査位置

青字：地震調査委員会(2009)の断層名 地震調査委員会(2009)1948年福井地
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補足資料2.5-9 福井平野東縁断層帯の調査データ

2.5-9(3)  福井平野東縁断層帯の活動性 －吉野堺地点のボーリング調査，ピット調査及び地形測量調査(産業技術総合研究所，2008)－



○福井県（1999）は，中部－南部に位置する篠岡断層の南方延長部を東西に横断する反射法弾性波探査を実施しており，その調査結果について，地震調査委員会
(2009)は以下のように評価している。
・反射法弾性波探査の結果に基づくと，篠岡断層の断層面は深度 150ｍ以浅では 20°－40°程度で東傾斜を示す可能性がある。
・ただし，篠岡断層は南北に並走する3条の断層のうち最も前面に位置することから，この値を福井平野東縁断層帯主部全体の傾斜とみなすことはできない。

篠岡断層 P波反射法弾性波探査再解析結果(福井県，1999)

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(東郷ほか，2001; 基図は地理院地図)に一部加筆)

篠岡断層南方延長部の
反射法弾性波探査測線
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都市圏活断層図(東郷ほか，2001)トレース
文献によるボーリング調査，ピット調査
及びトレンチ調査位置
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補足資料2.5-9 福井平野東縁断層帯の調査データ

2.5-9(3)  福井平野東縁断層帯の活動性 －篠岡断層南方延長部の反射法地震探査(福井県，1999)－



■北端
○地震調査委員会(2009)は，加賀市沖の断層の北端である，石川県加賀市沖合の海域を福井平野東縁断層帯主部の北端としている。

■南端
○地震調査委員会(2009)は，松岡断層の南端である，福井県福井市付近を福井平野東縁断層帯主部の南端としている。

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図) (東郷ほか，2001; 基図は地理院地図)に一部加筆)
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北端拡大図
(活断層図(都市圏活断層図) (東郷ほか，2001; 基図は地理院地図) に一部加筆)

南端拡大図
(活断層図(都市圏活断層図)(東郷ほか，2001; 基図は地理院地図)に一部加筆)

青字：地震調査委員会(2009)の断層名
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補足資料2.5-9 福井平野東縁断層帯の調査データ

2.5-9(4)  福井平野東縁断層帯の端部

（地震調査委員会（2009）による
加賀市沖の断層の北端）

（地震調査委員会(2009)による
松岡断層の南端）
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酒見断層と海士岬沖断層帯の
連動の検討データ

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動を考慮しない

連動の検討対象位置図
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補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-26（1） 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討結果
○検討対象とする断層の組合せとして抽出した酒見断層と海士岬沖断層帯について，「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を行った。検討結果は以下の通
り。

＜同時活動の可能性の検討＞

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査(A)
①活断層研究会（1991）は，酒見断層に対応する断層を示しているものの，海士岬沖断層帯に対応する断層を図示していない（補足資料3.2-26（2）P. 3.2-26-4）。
②地震調査委員会（2025）は，海士岬沖断層帯に対応する断層（海士岬沖東断層）を示しているが，酒見断層に対応する断層トレースを示しておらず， １つの起震断層と
して設定していない（補足資料3.2-26（2）P. 3.2-26-5）。

地形調査(B) ③酒見断層は，最高位段丘面群及び高位段丘面群の分布域に東向きの低崖等が連続して認められる西側隆起の逆断層である（P.169）。

地球物理学
的調査

反射法地震探査
(C)

④反射法地震探査の結果，酒見断層は花崗岩と推定される基盤岩の上面は，丘陵下部では不明瞭ながら段階的に高度を上げているように推定されることから，断層が
伏在する可能性がある（P.177）。

海上音波探査(D)

⑤海士岬沖断層帯はD層が急に落ち込む位置に西落ちの変形，隆起帯内に西落ちの変位が認められ，南東傾斜の逆断層と推定される。中間部の記録ではB1層以上の
変形は認められないものの，南部の記録ではB1層以上に変形が認められる（第1328回審査会合 資料1-1 P.92）。

⑥酒見断層と海士岬沖断層帯の地表トレースは，向かい合い近接して分布する（補足資料3.2-26（2）P. 3.2-26-6）。
⑦酒見断層は西傾斜（高角）の逆断層，海士岬沖断層帯は南東傾斜（約60°）の逆断層で，断層面の傾斜方向は異なり，地下で近づく関係にある（補足資料3.2-26（2）P. 

3.2-26-6）。

重力異常分布(E)
⑧酒見断層に沿って北側に高重力域が認められるが，海士岬沖断層帯は等重力線にほぼ直交しており，同時活動の可能性については明確に判断できない（補足資料

3.2-26（2）P. 3.2-26-7）。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，酒見断層と海士岬沖断層帯の同時活動を考慮した文献はない（①，②）ものの，向かい合い近接して分布（⑥）し，地下で近づく関係にある（③，④，⑤，
⑦）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，酒見断層と海士岬沖断層帯は，同時活動する可能性を否定できないことから，１つの起震断層として設定する。

連
動
の
検
討

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

○酒見断層と海士岬沖断層帯は，１つの起震断層として設定すると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った（補足資料3.2-26（3）P.3.2-26-8）。

○断層形状・位置関係を確認した結果，酒見断層と海士岬沖断層帯は並走し，地下で近づく関係にあることから，地震調査委員会による評価事例（P.437）を踏まえると，一方の断層のみが震源断層として
活動する（主断層－副断層の関係）と判断し，主断層のみを震源断層として考慮する（連動に該当しない）こととする。

＜同時活動する可能性のある断層の関連性の検討＞

検討内容 検討結果

地
形
及
び

地
質
構
造

地形調査
リニアメント・変動地形判読
(a)

①リニアメント・変動地形の判読及び海上音波探査の結果，酒見断層の長さは約11.0kmである（P.169）

地球物理学的
調査

海上音波探査(b) ②海上音波探査及び文献調査の結果，海士岬沖断層帯の長さは約22.7kmである（第1328回審査会合 資料1-1 P.92）。

断層の活動履歴 平均変位速度(c)
③酒見断層の平均変位速度は不明である。
④海上音波探査の結果，海士岬沖断層帯の平均変位速度は0.103m／千年と推定される（第1328回審査会合 資料1-1 P.472）。

評価

［評価結果］
・検討の結果，断層長さは酒見断層より海士岬沖断層帯の方が長いものの，酒見断層の平均変位速度が不明であることから，酒見断層と海士岬沖断
層帯のいずれが主断層であるかは明確に判断できない。
・以上のことから，断層モデルについては，酒見断層と海士岬沖断層帯のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定することとする。

＜いずれが主断層であるかの検討＞

○酒見断層と海士岬沖断層は主断層のみを震源断層として考慮することとしたことから，いずれが主断層であるかの検討を行った（補足資料3.2-26（4）P.3.2-26-9）。

断
層
モ
デ
ル
の
設
定
方
法

3.2-26-2

＜参考＞



【酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

赤矢印：酒見断層と海士岬沖断層帯の
連動の検討の流れ

位置図

志賀原子力発電所

断層端点
断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）

推定区間

補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

傾斜方向

3.2-26-3

推定区間

酒
見
断
層

約
11.0km



補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-26（2） 酒見断層と海士岬沖断層帯の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

○酒見断層と海士岬沖断層帯の連動に関する文献調査を行った。

3.2-26-4

【文献調査結果（活断層研究会（1991））】

○活断層研究会（1991）は，酒見断層に対応する断層を示しているものの，海士岬沖断層帯に対応する断層を図示していない。

活断層研究会（1991）

0 50km

・酒見断層に対応

・海士岬沖断層帯に
対応する断層を示
していない。



○地震調査委員会（2025）は，海士岬沖断層帯に対応する断層（海士岬沖東断層）を示しているが，酒見断層に対応する断層トレースを示してお
らず， １つの起震断層として設定していない（下図）。

地震調査委員会（2025）を編集，一部加筆

【文献調査結果（地震調査委員会（2025））】

補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-26-5

・海士岬沖断層帯に対応する。

・酒見断層に対応する
断層を示していない。

志賀原子力
発電所

0 50km



補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-26 (2)  酒見断層と海士岬沖断層帯の同時活動の可能性の検討 －地下深部形状－

両断層の地下深部形状

断層面の模式図

志賀原子力発電所

標高 (km) 標高 (km)海士岬沖断層帯※ 酒見断層

←W E→

0

-5

-10

-15

-5

-10

-15

0 5km

0

-20 -20

※偽傾斜を考慮し図示。真の傾斜は約60°。

60°54°

○酒見断層と海士岬沖断層帯の地表トレースは，向かい合い近接して分布する（離隔距離：約5km）。

○酒見断層は西傾斜（高角）の逆断層（P.180），海士岬沖断層帯は南東傾斜（約60°）の逆断層（第1328回審査会合 資料1-1 P.92）で，断層面の傾斜方向は異なり，
地下で近づく関係にある。

3.2-26-6



○酒見断層と海士岬沖断層帯の深部構造を比較するため，ブーゲー異常図，水平一次微分図を作成した。

○酒見断層に沿って北側に高い重力域が認められる。重力異常急変部が分布し，東側の重力異常値が高い傾向が認められる。

○また，海士岬沖断層帯は，重力異常の等重力線に対して走向がほぼ直交しており，酒見断層との同時活動の可能性については明確には判断できない。

補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-26（2） 酒見断層と海士岬沖断層帯の同時活動の可能性の検討－重力異常－

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり） 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び遮断波長
4kmのローパスフィルター処理を行っている。 ・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，
国土地理院 (2006)，The Gravity
Research Group in Southwest
Japan (2001)， Yamamoto et al.
(2011)，Hiramatsu et al. (2019)，
澤田ほか（2021），海域は産業技
術総合研究所地質調査総合セン
ター(2013)，石田ほか（2018）を用
いて，金沢大学・当社が作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：1mGal 鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

●：測定点

海士岬沖断層帯

志賀原子力発電所

傾斜方向

傾斜方向

推定区間

断層位置

酒見断層

3.2-26-7



○酒見断層と海士岬沖断層帯は，同時活動する可能性があると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った。
○地表での断層位置・形状を確認した結果，両断層は断層トレースが並走する関係にある。
○両断層の地下深部形状を確認した結果，酒見断層は西傾斜（高角）の逆断層，海士岬沖断層帯は南東傾斜（約60°）の逆断層であり，地下で近づく関係にある。

○断層位置・形状を確認した結果，酒見断層と海士岬沖断層帯は，断層トレースが並走し，断層面が地下で近づく関係にあることから，一方の断層のみが震源断層と
して活動する（主断層－副断層の関係）と判断し，主断層のみを震源断層として考慮する（連動に該当しない）こととする。

・酒見断層と海士岬沖断層帯は，地下で近づく関係にある。

補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-26(3) 同時活動する可能性のある断層の関連性の検討

3.2-26-8

両断層の地下深部形状

標高 (km) 標高 (km)

海士岬沖断層帯 酒見断層

←W E→
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-10

-15
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-10

-15

0 5km

0

-20 -20

60°60°

志賀原子力発電所

酒
見
断
層

断層端点断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

傾斜方向

推定区間



○連動の検討の結果，酒見断層と海士岬沖断層帯は，主断層のみを震源断層として考慮することとしたことから，いずれが主断層であるかの検討を行った。
○酒見断層の長さは約11km，海士岬沖断層帯の長さは約22.7kmであり，断層長さは海士岬沖断層帯の方が大きい（P.169，第1328回審査会合 資料1-1 P.92）。
○海士岬沖断層帯の平均変位速度は0.103m／千年と推定されるが，酒見断層の平均変位速度は不明である（第1328回審査会合 資料1-1 P.472）。

○検討の結果，断層長さは酒見断層より海士岬沖断層帯の方が長いものの，酒見断層の平均変位速度が不明であることから，酒見断層と海士岬沖断層帯のいずれ
が主断層であるかは明確に判断できない。

○以上のことから，断層モデルについては，酒見断層と海士岬沖断層帯のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定することとする。

3.2-26-9

補足資料3.2-26 酒見断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-26(4)（参考）酒見断層と海士岬沖断層帯のいずれが主断層であるかの検討

・いずれの断層が主断層であるか明確に判断できない。

両断層の地下深部形状
（酒見断層が主断層の場合）

標高 (km) 標高 (km)

海士岬沖断層帯 酒見断層

←W E→

0

-5

-10

-15
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-10

-15

0 5km

0

-20 -20

60°60°

志賀原子力発電所

酒
見
断
層

両断層の地下深部形状
（海士岬沖断層帯が主断層の場合）

標高 (km) 標高 (km)

海士岬沖断層帯 酒見断層

←W E→

0
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-10

-15

-5

-10

-15

0 5km

0

-20 -20

60°60°

断層端点断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

傾斜方向

推定区間



余白



補足資料３．２－２７

能登島半の浦断層帯と能都断層帯の
連動の検討データ

3.2-27-1

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動を考慮しない

志賀原子力
発電所

0 20km10



検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査（A)

①能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動を考慮した文献はない（補足資料3.2-27（2）P. 3.2-27-4）。

地質調査
断層面の傾斜方向
(B)

②太田ほか（1976）によれば，半の浦東断層の断層崖基部に，南北走向で西に60°傾斜する断層の露頭が記載されている
（補足資料3.2-27（2）P. 3.2-27-4）。

地形調査(C)

③空中写真判読の結果，能登島半の浦断層帯の陸域部は主に丘陵地内に崖等が認められる西側隆起の断層帯である（補足
資料3.2-27（2）P.3.2-27-5）。

④空中写真判読の結果，能都断層帯は丘陵地内に急崖等が認められる南東側隆起の断層帯である（補足資料3.2-27（2）
P.3.2-27-5）。

⑤能登島半の浦断層帯と能都断層帯の地表トレースは，近接して分布する（補足資料3.2-27（2）P.3.2-27-5）。
⑥能登島半の浦断層帯の北端では，高位段丘Ⅰ面に変位，変形は認められず，能都断層帯の南西端付近では，断層延長に
おいて中位段丘Ⅰ面に高度差が認められない（補足資料3.2-27（2）P.3.2-27-6）。

地質調査
断層面の傾斜方向
(D)

⑦能登島半の浦断層帯については，半の浦西リニアメント東方では西傾斜で西上がりの断層露頭が確認され，半の浦西リニ
アメントと関連する構造の可能性がある（補足資料3.2-27（2）P.3.2-27-7）。

⑧能都断層帯については，露頭で44°で南東傾斜する断層が確認される（補足資料3.2-27（2）P.3.2-27-7）。

地球物理学的
調査

海上音波
探査

断層間の地質構造
の連続性(E)

⑨能登島半の浦断層帯と能都断層帯の間の海上音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線（L-27～L-22測線）から
は，連続性のある断層等は認められず，両断層帯は連続しない（補足資料3.2-27（2）P.3.2-27-8～10）。

重力異常分布(F)
⑩能都断層帯に沿って，大局的に北西側の重力異常値が高い傾向が認められる。しかし，能登島半の浦断層帯は，対応する
重力異常急変部は認められず，両断層の同時活動の可能性については，明確に判断できない（補足資料3.2-27（2）P.3.2-
27-11）。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，能登島半の浦断層帯と能都断層帯は，近接して分布する（⑤）ものの，同時活動を考慮した文献はない（①）。ま
た，能登島半の浦断層帯と能都断層帯は，断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で断層面が離れていく関係にある（②，⑦，
⑧）。さらに，上盤の隆起が反対側に分布（③，④）し，両断層帯で地形的な連続性は認められず（⑥），海上音波探査の結果
からは，両断層間に連続する構造は推定されない（⑨）。
・以上のことを踏まえ，能登島半の浦断層帯と能都断層帯は同時活動する可能性はないと判断されることから，別の起震断層
として設定し，連動を考慮しない。

3.2-27-2

青字：同時活動しない可能性を示唆する＜同時活動の可能性の検討＞

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の
設
定
方
法

○連動の検討の結果，能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，能登島半の浦断層帯と能都断層帯を別々の断層として設定することとす
る。

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

3.2-27(1)  能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討結果

＜参考＞

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した能登島半の浦断層帯と能都断層帯について，「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検
討を行った。検討結果は以下の通り。

赤字：同時活動する可能性を示唆する



【能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

3.2-27-3位置図

0 2km 断層端点

傾斜方向

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

推定区間

赤矢印：能登島半の浦断層帯と能都断層
帯の連動の検討の流れ



断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

位置図

能登島半の浦断層帯

0 2km

断層露頭
（太田ほか，1976）

半の浦東断層
（太田ほか，1976）

3.2-27-4

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

3.2-27(2)  能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

傾斜方向

○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動に関する文献調査を行った。
○太田ほか（1976）によれば，半の浦東断層の断層崖基部に，南北走向で西に60°傾斜する断層の露頭が記載されているが，能都断層帯との同時活動は考慮されて
いない。

○また，その他の文献でも，能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動は考慮されていない。



0 2km

○能登島半の浦断層帯と能都断層帯について，地形調査を行った。
○空中写真判読の結果，能登島半の浦断層帯の陸域部は主に丘陵地内に崖等が認められる西側隆起の断層帯である。
○空中写真判読の結果，能都断層帯は丘陵地内に急崖等が認められる南東側隆起の断層帯である。
○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の地表トレースは，近接して分布する（離隔距離：約7km，右図）。
○能登島半の浦断層帯は西傾斜の逆断層，能都断層帯は南東傾斜の逆断層であり，両断層は断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で断層面が遠ざかる関係にある
（左図）。

リニアメント・変動地形（能都断層帯）

リニアメント・変動地形（能登島半の浦断層帯）

能登島半の浦
断層帯

位置図

3.2-27-5

［凡 例］

能登島半の浦
断層帯

赤色立体地図
（航空レーザ計測データ及び日本水路協会海底地形デジタルデータ※により作成）

※M7011 佐渡，M7012 若狭湾を使用

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

3.2-27(2)  能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動の可能性の検討 －地形調査－

0 2km

傾斜方向



赤色立体地図（航空レーザ計測データにより作成）

半の浦西リニアメント延長部 E→←W

段丘面標高投影断面図

赤色立体地図（航空レーザ計測データにより作成）

鹿波南リニアメント

○能登島半の浦断層帯の北端では，高位段丘Ⅰ面に変位，変形は認められず，能都断層帯の南西端付近では，断層延長において中位段丘Ⅰ面に高度差が認められ
ない。

能登島半の浦
断層帯

位置図

0 2km

右上図範囲

右下図範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断層と
評価したもの）

0 １㎞

X X’

3.2-27-6

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

3.2-27(2)  能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動の可能性の検討 －地形調査－



○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の傾斜方向を確認するため，地質調査を行った。
○能登島半の浦断層帯能登島半の浦断層帯については，半の浦西リニアメント東方では西傾斜で西上がりの断層露頭が確認され，半の浦西リニアメントと関連する構造の可能性がある。
○能都断層帯については，露頭で44°で南東傾斜する断層が確認される。

凡 例

敷地周辺陸域の地質分布図
（絈野（1993）等を踏まえ，地表地質調査結果，各種分析結果を加味し，当社作成）

能都断層帯

能登島半の浦断層帯

能都断層帯 断層露頭スケッチ
（詳細は補足資料2.4-6（4）P. 2.4-6-11 ）

←E W→

断層
位置

能登島半の浦断層帯の断層露頭写真（1979～1980年撮影）
（半の浦西リニアメント東方）

（N18°W50°SW）

断層露頭
（太田ほか，1976）

断層露頭
（右下写真位置）

断層露頭
（右上図位置）

東印内互層

3.2-27-7

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

3.2-27(2)  能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動の可能性の検討 －地質調査（断層面の傾斜方向）－



右図記録範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断
層と評価したもの）

L-27測線

L-26測線

能登島半の浦
断層帯

○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の間の地質構造の連続性を確認するため，両断層帯周辺の間の海上音波探査記録（スパーカー）を確認した。
○音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線（L-27～L-22測線）からは，連続性のある断層等は認められず，両断層帯は連続しない（本頁～次々頁）。

D2

D1

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

ＡＡ

D1

D2

B

40 3515

1610 302520

Ａ

D2

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

D1

B
Ａ

←W E→

←W E→

【L-27測線，L-26測線】

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海洋情報部）の海上音波探
査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

L-27測線（海上保安庁スパーカー）

L-26測線（海上保安庁スパーカー）
接続点 接続点 接続点

接続点

3.2-27-8

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

3.2-27(2) 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査（断層間の地質構造の連続性）－



○音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線において，連続性のある断層等は認められない。

【L-25測線，L-24測線】

右図記録範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断
層と評価したもの）

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

40 43

B
Ａ

D1

3530

D1

28

B

Ａ

Ａ

D2

D1

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

Ａ

B

45505558 44

←W E→

←W E→

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海洋情報部）の海上音波探
査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

L-25測線（海上保安庁スパーカー）

L-24測線（海上保安庁スパーカー）

L-25測線

L-24測線

接続点

接続点

能登島半の浦
断層帯

3.2-27-9

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

断層（破線は推定）



○音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線において，連続性のある断層等は認められない。

【L-23測線，L-22測線】

右図記録範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断
層と評価したもの）

D1

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

Ａ
B

656059 68

Ａ

E→←W

D1

B
0m

100m

200m

150m

50m

約500m

Ａ
B

7075 69

Ａ

←W E→

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海洋情報部）の海上音波探
査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

L-22測線（海上保安庁スパーカー）

L-23測線（海上保安庁スパーカー）

L-23測線

L-22測線

能登島半の浦
断層帯

3.2-27-10

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

断層（破線は推定）



○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の深部構造を比較するため，能登島半の浦断層帯と能都断層帯周辺の重力異常を比較した。
○重力探査結果より作成したブーゲー異常図から，能都断層帯に沿って，大局的に北西側の重力異常値が高い傾向が認められる。
○能登島半の浦断層帯は，対応する重力異常急変部は認められない。大局的には，地形から想定される隆起側（西側）と反対側に高重力域が分
布するが，能登島半の浦断層帯を横断する海上音波探査によれば，上盤側の堆積層が厚く分布する等のインバージョンテクトニクスを示す特徴
は認められない。

○以上のことから，両断層の同時活動の可能性については，明確に判断できない。

ブーゲー異常図

位置図

右図拡大範囲

水平一次微分図

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

能登島半の浦
断層帯

能登島半の浦
断層帯

3.2-27-11
・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の
除去及び遮断波長3kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

・右図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，
The Gravity Research Group in Southwest Japan
(2001)，Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al.
(2019)，澤田ほか（2021），海域は産業技術総合研
究所地質調査総合センター (2013)，石田ほか
（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成した。

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

●：測定点

補足資料3.2-27 能登島半の断層帯と能都断層帯の連動の検討データ

3.2-27(2) 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－



余白



3.2-28-1

補足資料３．２－２８

能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
橙色：連動を考慮する

連動の検討対象位置図

志賀原子力
発電所

0 20km10



位置図

右図拡大範囲

志賀原子力
発電所

0 50㎞

○能都断層帯の北東方には，活断層研究会（1991），尾崎（2010）により，滝ノ坊断層（当資料ではその東方の短い断層も含めた名称とする）が図
示されており，今泉ほか（2018）によりそれに対応する位置に断層が図示されている。

○滝ノ坊断層は，敷地から半径30km以遠に分布する長さ約5.6kmの断層であり，敷地への影響が小さいことから，２章で活動性及び長さの評価の
対象として抽出していないが，能都断層帯と近接して分布することから，追加の連動評価の検討対象として選定した。

○本章では，能都断層帯と滝ノ坊断層について，連動の検討を行う。

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

推定区間

活断層（今泉ほか，2018）

滝ノ坊断層の断層位置（今泉ほか（2018）の断層トレースを基に評価した断層位置）

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討

3.2-28-2

傾斜方向



○検討対象とする断層の組合せとして抽出した能都断層帯と滝ノ坊断層について，「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を行った。検討結果は以下の通り。

検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査(A)

①松田ほか（2000）は，起震断層として，活断層研究会（1991）の白坂山東方の断層，矢波山断層，古君断層，鹿波断層及び鹿波南断層から構成された能都断層
帯を示している。また，「活断層データベース」（産業技術総合研究所地質総合センター）は，これとほぼ同じ位置に，能登海岸活動セグメントを示し，一般走向
N40°E，一般傾斜60°E，東側隆起の逆断層と記載している（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-5）。

②活断層研究会（1991）は，能都断層帯の北東方に，滝の坊断層（確実度Ⅰ，活動度C，長さ5㎞，NNE走向，東傾斜）及び松波断層（確実度Ⅰ，活動度C，長さ1.5
㎞，NE走向，傾斜は未記載）を示している。また，尾崎（2010）は，これらとほぼ同じ位置に，南東傾斜の実在活逆断層として，滝ノ坊断層及びその東方の断層を
示している（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-5）。

③今泉ほか（2018）は，能都断層帯と滝ノ坊断層とほぼ同じ位置に分布する活断層及び推定活断層について，珠洲-穴水断層帯として一連の断層帯と記載してい
る（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-5）。

地形調査(B) ④今泉ほか（2018）によれば，滝ノ坊断層は，丘陵地内に逆向き低断層崖として認められる南東側隆起の逆断層である（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-8）。

地形調査(C)
⑤空中写真判読の結果，能都断層帯は丘陵地内に急崖等が認められる南東側隆起の断層帯である（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-8）。
⑥能都断層帯の北東端付近では，矢波山リニアメントの北東方延長の能登町宇出津付近に分布する高位段丘面及び中位段丘Ⅰ面には，北西側低下の傾向は認
められない（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-9）。

地質調査(D)
⑦能都断層帯と滝ノ坊断層の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-10）。
⑧能都断層帯は，漸新世の高洲山層及び前期中新世の縄又層の分布域に位置する（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-10）。
⑨滝ノ坊断層は，漸新世の高洲山層，前期中新世の合鹿層，神和住層及び馬緤層，宝立山層の分布域に位置する（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-10）。

断層面の傾斜方
向(E)

⑩能都断層帯については，露頭で44°で南東傾斜する断層が確認される（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-10）。

地球物理
学的調査

重力異常分布(F)
⑪重力探査結果より作成したブーゲー異常図から，能都断層帯に沿って，大局的に北西側の重力異常値が高い傾向が認められるが，断層と重力異常の対応は明
瞭ではない。また，滝ノ坊断層についても，西の重力異常値が高い傾向が認められるが，断層と重力異常の対応は明瞭ではない。以上より，両断層帯の連動の
可能性については明確に判断できない（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-11）。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，能都断層帯と滝ノ坊断層は，地形的な連続性は認められない（⑥）ものの，走向・傾斜が類似し，両断層はともに主に南東側隆起の変位センスを示
す短い断層群からなり，ほぼ一線に近接して分布している（①，②，④，⑦，⑩）。また，両断層を一連の断層帯としている文献がある（③）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，能都断層帯と滝ノ坊断層は同時活動する可能性が否定できないことから，１つの起震断層として設定する。

＜同時活動の可能性の検討＞

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル

の
設
定
方
法

○連動の検討の結果，能都断層帯と滝ノ坊断層の連動を考慮することから，断層モデルについては，能都断層帯と滝ノ坊断層を一連の断層として設定することとする。

＜同時活動する可能性のある断層の関連性の検討＞

○能都断層帯と滝ノ坊断層は，１つの起震断層として設定すると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った（補足資料3.2-28（3）P. 3.2-28-12）。

○断層形状・位置関係を確認した結果，能都断層帯と滝ノ坊断層は，断層トレースが並走せず，両断層がともに震源断層として活動する（主断層－主断層の関係）と判断し，両断層の連動を考慮する。
○両断層の連動を考慮した結果，「能都－滝ノ坊断層帯」として，走向がNE-SW方向，南東傾斜（44°）の逆断層と評価した。
○断層長さは，滝ノ坊断層の北東端から能都断層帯の南西端までの約30km（26.5km）※区間を評価した（次頁）。

＜参考＞

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28 (1) 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討結果 －概要－

※括弧内の長さは，能都断層帯の長さ（20.9km）に，滝ノ坊断層の長さ（今泉ほか（2018）を図読した5.6km）を足し合わせた値を記載している。
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位置図

右図拡大範囲

志賀原子力
発電所

0 50㎞

【能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

推定区間

活断層（今泉ほか，2018）

滝ノ坊断層の断層位置（今泉ほか（2018）の断層トレースを基に評価した断層位置）

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

断層端点

傾斜方向

3.2-28-4

赤矢印：能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討の
流れ



○松田ほか（2000）は，起震断層として，活断層研究会（1991）の白坂山東方の断層，矢波山断層，古君断層，鹿波断層及び鹿波南断層から構成された能都断層帯を示している。また，「活断層
データベース」（産業技術総合研究所地質総合センター）は，これとほぼ同じ位置に，能登海岸活動セグメントを示し，一般走向N40°E，一般傾斜60°E，東側隆起の逆断層と記載している。

【松田ほか（2000）及び「活断層データベース」（産業技術総合研究所地質総合センター） 】

○松田ほか（2000）は，起震断層として，活断層研究会（1991）の白坂山東方の断層，矢波山断層，古君断層，鹿波断層及び鹿波南断層から構成された能都断層帯を示している。また，「活断層
データベース」（産業技術総合研究所地質総合センター）は，これとほぼ同じ位置に，能登海岸活動セグメントを示し，一般走向N40°E，一般傾斜60°E，東側隆起の逆断層と記載している（下
図）。

○活断層研究会（1991）は，能都断層帯の北東方に，滝の坊断層（確実度Ⅰ，活動度C，長さ5㎞，NNE走向，東傾斜）及び松波断層（確実度Ⅰ，活動度C，長さ1.5㎞，NE走向，傾斜は未記載）を示
している。また，尾崎（2010）は，これらとほぼ同じ位置に，南東傾斜の実在活逆断層として，滝ノ坊断層及びその東方の断層を示している（次頁）。

○今泉ほか（2018）は，能都断層帯と滝ノ坊断層とほぼ同じ位置に分布する活断層及び推定活断層について，珠洲-穴水断層帯として一連の断層帯と記載している（補足資料3.2-28（2）P. 3.2-28-
7）。

P.490 再掲

「活断層データベース」に一部加筆

能登海岸活動セグメント

松田ほか（2000）に一部加筆

〈図幅63〉
19：白坂山東方
20：矢波山断層
21：古君断層
23：鹿波断層

〈図幅69〉
2：鹿波南断層

〈図幅63〉〈図幅69〉

活断層研究会（1991）を編集， 等を加筆

能都断層帯
（松田ほか，2000）

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28 (2) 能都断層帯と滝ノ坊断層の同時活動の可能性の検討 －文献調査（松田ほか（2000）等）－
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【活断層研究会（1991）及び尾崎（2010）】

尾崎（2010）に 等を加筆

活断層研究会（1991）に 等を加筆

○活断層研究会（1991）は，能都断層帯の北東方に，滝の坊断層（確実度Ⅰ，活動度C，長さ5㎞，NNE走向，東傾斜）及び松波断層（確実度Ⅰ，活動度C，長さ1.5㎞，
NE走向，傾斜は未記載）を示している。また，尾崎（2010）は，これらとほぼ同じ位置に，南東傾斜の実在活逆断層として，滝ノ坊断層及びその東方の断層を示してい
る。

4：松波断層
5：滝の坊断層
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中
期
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新
世
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新
世
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新
世
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補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ
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【今泉ほか（2018）】

○今泉ほか（2018）は，能都断層帯と滝ノ坊断層とほぼ同じ位置に分布する活断層及び推定活断層について，珠洲-穴水断層帯として一連の断層帯と記載している。

珠洲-穴水断層帯

今泉ほか（2018）に 等を加筆

0 10㎞

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ
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0 5km

赤色立体地図
（航空レーザ計測データにより作成）

○能都断層帯と滝ノ坊断層について，地形調査を行った。
○空中写真判読の結果，能都断層帯は丘陵地内に急崖等が認められる南東側隆起の断層帯である。
○また，滝ノ坊断層は，今泉ほか（2018）によれば，丘陵地内に逆向き低断層崖として認められる南東側隆起の逆断層である。

リニアメント・変動地形分布図

リニアメント・変動地形（能都断層帯）

滝ノ坊断層（今泉ほか，2018）

［凡 例］

活断層（今泉ほか,2018）
ケバは断層崖の低下側を示す。
（滝ノ坊断層に対応する位置の断層を表示）

0 5km

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28（2） 能都断層帯と滝ノ坊断層の同時活動の可能性の検討 －文献調査（地形調査，今泉ほか（2018）），地形調査－
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○能都断層帯の北東端付近では，矢波山リニアメントの北東方延長の能登町宇出津付近に分布する高位段丘面及び中位段丘Ⅰ面には，北西側低下の傾向は認めら
れない。

断層分布図

断層位置
（細線は副次的な断
層と評価したもの）推定

区間

右図範囲

WNW ESE

写真2
高位段丘Ⅳ面堆積層の土壌
赤褐色（2.5YR4/6)を呈するシルト
質粘土からなり，斑紋状を呈する。

写真①
中位段丘Ⅰ面堆積層の
極細粒砂

W E

段丘面標高投影断面図

段丘面分布図

段丘面内縁標高分布範囲

矢波山リニアメント

写真①地点

写真②地点

矢波山リニアメント

矢波山リニアメントの
延長方向

矢波山リニアメントの
延長方向

滝ノ坊断層の断層位置
（文献の断層トレースを
基に評価した断層位置）

活断層（今泉ほか，2018）

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28（2） 能都断層帯と滝ノ坊断層の同時活動の可能性の検討 －地形調査－
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○能都断層帯と滝ノ坊断層の地質分布の特徴を検討するため，文献の地質図を用いた検討を行った。
○能都断層帯は，漸新世の高洲山層及び前期中新世の縄又層の分布域に位置する。
○滝ノ坊断層は，漸新世の高洲山層，前期中新世の合鹿層，神和住層及び馬緤層，宝立山層の分布域に位置する。
○能都断層帯については，露頭で44°で南東傾斜する断層が確認される。
○能都断層帯と滝ノ坊断層の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約5km）。

地質図
（尾崎（2010）に 等を加筆）

東印内互層

断層露頭
（右上図位置）

能都断層帯 断層露頭スケッチ
（詳細は補足資料2.4-6（4）P. 2.4-6-１１ ）
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地質図凡例

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28（2） 能都断層帯と滝ノ坊断層の同時活動の可能性の検討 －地質調査－
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・上図は，陸域は本多ほか(2012)，国土
地理院(2006)，The Gravity Research
Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et
al. (2019)，海域は産業技術総合研究
所地質調査総合センター(2013)，石田
ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社
が作成した。

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び
遮断波長3kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

○能都断層帯と滝ノ坊断層の地質構造の連続性を検討するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○重力探査結果より作成したブーゲー異常図から，能都断層帯に沿って，大局的に北西側の重力異常値が高い傾向が認められるが，断層と重力
異常の対応は明瞭ではない。

○また，滝ノ坊断層についても，西の重力異常値が高い傾向が認められるが，断層と重力異常の対応は明瞭ではない。
○以上より，両断層帯の連動の可能性については明確に判断できない。

●：測定点

ブーゲー異常図 水平一次微分図

位置図

右図拡大範囲

志賀原子力
発電所

0 50㎞

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

推定区間

滝ノ坊断層の断層位置
（文献の断層トレースを基に
評価した断層位置）

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28（2） 能都断層帯と滝ノ坊断層の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－

3.2-28-11



○能都断層帯と滝ノ坊断層は，同時活動する可能性があると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った。
○地表での断層位置・形状を確認した結果，両断層は断層トレースが並走せず，両断層は地下で近づく関係にある。

○断層形状・位置関係を確認した結果，能都断層帯と滝ノ坊断層は，断層トレースが並走せず，両断層がともに震源断層として活動する（主断層
－主断層の関係）と判断し，両断層の連動を考慮する。

○両断層の連動を考慮した結果，「能都－滝ノ坊断層帯」として，走向がNE-SW方向，南東傾斜（44°）の逆断層と評価した。

○断層長さは，滝ノ坊断層の北東端から能都断層帯の南西端までの約30km（26.5km）※1区間を評価した。

断層位置

推定区間

傾斜方向

←NW

補足資料3.2-28 能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の検討データ

3.2-28（3） 同時活動する可能性のある断層の関連性の検討

※1：括弧内の長さは，能都断層帯の長さ（20.9km）に，滝ノ坊断層の長さ（今泉ほか（2018）を図読した5.6km）を足し合わせた値を記載している。

位置図

右図拡大範囲

志賀原子力
発電所

0 50㎞

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

推定区間

活断層（今泉ほか，2018）

滝ノ坊断層の断層位置（今泉ほか（2018）の断層トレースを基に評価した断層位置）

断層端点

3.2-28-12

※2：滝ノ坊断層の複数の断層トレースのうち，
断層長さが最も長くなる点を能都-滝ノ坊
断層帯の北東端と評価した。

北東端※2

南西端



連動の検討対象位置図

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動に該当しない

赤色 ・・・・ 政府機関が断層の同時活動の可能性を考慮した
組合せ

0 20km10

志賀原子力
発電所

補足資料３．２－２９

能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の
連動の検討データ

3.2-29-1



○検討対象とする断層の組合せとして抽出した能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層について，「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を行った。検討結
果は以下の通り。

＜同時活動の可能性の検討＞

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査(A)

①活断層研究会（1991）は，能都-滝ノ坊断層帯及び富山湾西側海域断層に対応する断層を示しているものの，これらの同時活動を考慮していない（補足資
料3.2-29（2）P. 3.2-29-4）。
②地震調査委員会（2025）は，富山湾西側海域断層に対応する断層（七尾湾東方断層帯，飯田海脚南縁断層）を示しているが，能都-滝ノ坊断層帯に対応す
る断層トレースを示しておらず， １つの起震断層として設定していない（補足資料3.2-29（2）P. 3.2-29-5）。

地形調査(B) ③能都断層帯は，逆向き崖等が雁行ないし平行して認められる南東側隆起の逆断層である（補足資料2.4-6（1）P.2.4-6-2）。

地質調査(C)
④穴水町明千寺では，古君リニアメント近傍の東印内互層中に古君リニアメントと走向がやや斜交する南東側隆起の逆断層（44°）が認められる（補足資料

2.4-6 (4)P.2.4-6-11）。

地球物理学的調査

海上音波探査
(D)

⑤富山湾西側海域断層は，中部更新統及びそれより下位の地層に南東落ちの変位が認められ，北西傾斜の逆断層と推定される（第1328回審査会合 資料
1-1 P.200～202）。

⑥能都断層帯と富山湾西側海域断層の地表トレースは，向かい合い近接して分布する（補足資料3.2-29（2）P. 3.2-29-6）。
⑦能都断層帯は南東傾斜（44°）の逆断層，富山湾西側海域断層は北西傾斜（約30～50°）の逆断層で，断層面の傾斜方向は異なり，地下で近づく関係に
ある（補足資料3.2-29（2）P. 3.2-29-6）。

重力異常分布
(E)

⑧能都断層帯に沿って大局的に陸側の重力異常値が高い傾向が認められるが，近接する富山湾西側海域断層（北部）には対応する重力異常急変部は認め
られず，同時活動の可能性については明確に判断できない（補足資料3.2-29（2）P. 3.2-29-7）。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，能登-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の同時活動を考慮した文献はない（①，②）ものの，向かい合い近接して分布（⑥）し，地下で近づく
関係にある（③，④，⑤，⑦）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は，同時活動する可能性を否定できないことから，１つの起震断層
として設定する。

連
動
の
検
討

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

○能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は，１つの起震断層として設定すると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った（補足資料3.2-29（3）P. 3.2-29-8）。

○断層形状・位置関係を確認した結果，能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は並走し，地下で近づく関係にあることから，地震調査委員会による評価事例（P.437）を踏まえると，一方の断層のみが震
源断層として活動する（主断層－副断層の関係）と判断し，主断層のみを震源断層として考慮する（連動に該当しない）こととする。

＜同時活動する可能性のある断層の関連性の検討＞

検討内容 検討結果

地
形
及

び
地
質
構

造
文献調査(a) ①文献調査及び海上音波探査の結果，能都-滝ノ坊断層帯の長さは約30kmである（補足資料3.2-28（1）P.3.2-28-3）

地球物理学的調査 海上音波探査(b) ②海上音波探査及び文献調査の結果，富山湾西側海域断層の長さは約84kmである（第1328回審査会合 資料1-1 P.198）。

断層の活動履歴 平均変位速度(c)
③能都-滝ノ坊断層帯の平均変位速度は不明である。
④富山湾西側海域断層の平均変位速度は不明である。

評価

［評価結果］
・検討の結果，断層長さは能都-滝ノ坊断層帯より富山湾西側海域断層の方が長いものの，両断層の平均変位速度が不明であることから，
能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層のいずれが主断層であるかは明確に判断できない。
・以上のことから，断層モデルについては，能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定する
こととする。

＜いずれが主断層であるかの検討＞

○能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は主断層のみを震源断層として考慮することとしたことから，いずれが主断層であるかの検討を行った（補足資料3.2-29（4）P.3.2-29-9）。

断
層
モ
デ
ル
の
設
定
方
法

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29(1)能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討結果

3.2-29-2

＜参考＞



【能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29-3

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

滝ノ坊断層の断層位置（文献の断層トレースを基に評価した断層位置）

断層端点

傾斜方向推定区間0 10km5

富山湾西側海域断層 断層位置

推定区間

赤色立体地図※

※：「国土地理院タイル：赤色立体地図」背景データとして使用し，一部加筆
「赤色立体地図ⓒアジア航測株式会社」

志賀原子力発電所

赤矢印：能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域
断層の連動の検討の流れ



【文献調査結果（活断層研究会（1991））】

○活断層研究会（1991）は，能都-滝ノ坊断層帯及び富山湾西側海域断層に対応する断層を示しているものの，これらの同時活動を考慮していない。

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29(2) 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

3.2-29-4

○能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動に関する文献調査を行った。

活断層研究会（1991）に 等を加筆

0 50km

・富山湾西側海域
断層に対応

・能都-滝ノ坊断層帯に対応



○地震調査委員会（2025）は，富山湾西側海域断層に対応する断層（七尾湾東方断層帯，飯田海脚南縁断層）を示しているが，能都-滝ノ坊断層
帯に対応する断層トレースを示しておらず， １つの起震断層として設定していない(下図)

【文献調査結果（地震調査委員会（2025））】

地震調査委員会（2025）を編集，一部加筆

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29-5

滝ノ坊断層

能都断層帯

・富山湾西側海域
断層に対応する。

志賀原子力
発電所

0 50km



両断層の地下深部形状

断層面の模式図

志賀原子力発電所

標高 (km) 標高 (km)

能都断層帯※1

富山湾西側海域断層※2

←W E→

0

-5

-10

-15

-5

-10

-15

0 5km

0

-20 -20

※1：偽傾斜を考慮し図示。真の傾斜は約44°。
※2：富山湾西側海域断層の傾斜角は約30～50°のた

め，45°と仮定して図示。

45°43°

○能都断層帯と富山湾西側海域断層の地表トレースは，向かい合い近接して分布する（離隔距離：約17km）。

○能都断層帯は南東傾斜（44°）の逆断層（補足資料2.4-6(1)P.2.4.-6-2），富山湾西側海域断層は北西傾斜（約30～50°）の逆断層（第1328回審査会合 資料1-1
P.200～202）で，断層面の傾斜方向は異なり，地下で近づく関係にある。

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29(2) 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の同時活動の可能性の検討 －地下深部形状－

3.2-29-6



○能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の深部構造を比較するため，能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層周辺の重力異常を比較した。
○能都断層帯に沿って大局的に陸域の重力異常値が高い傾向が認められる。
○富山湾西側海域断層（北部）には，対応する重力異常急変部は認められない。
○能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の同時活動の可能性については明確に判断できない。

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，澤田ほか（2021），海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター
(2013)，石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

地震調査委員会（2008b）による断層帯

堤ほか（2003），後藤ほか（2015）による活断層
（推定活断層を含む）

凡 例

推定区間

断層位置

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29(2) 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－

3.2-29-7

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり） 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。 ・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmのローパスフィルター
処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

富山湾西側海域断層（南部）

TB3

富山湾西側海域断層（北部）

●：測定点

志賀原子力発電所



○能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は，同時活動する可能性があると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った。
○地表での断層位置・形状を確認した結果，両断層は断層トレースが並走する関係にある。
○両断層の地下深部形状を確認した結果，能都-滝ノ坊断層帯は南東傾斜（44°）の逆断層，富山湾西側海域断層は北西傾斜（約30～50°）の逆断層であり，地下で
近づく関係にある。

○断層位置・形状を確認した結果，能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は，断層トレースが並走し，断層面が地下で近づく関係にあることから，一方の断層の
みが震源断層として活動する（主断層－副断層の関係）と判断し，主断層のみを震源断層として考慮する（連動に該当しない）こととする。

・能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は，地下で近づく関係にある。

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29(3) 同時活動する可能性のある断層の関連性の検討

3.2-29-8

両断層の地下深部形状

標高 (km) 標高 (km)

能都断層帯※1

富山湾西側海域断層※2

←W E→

0

-5

-10

-15

-5

-10

-15

0 5km

0

-20 -20

※1：偽傾斜を考慮し図示。真の傾斜は約44°。
※2：富山湾西側海域断層の傾斜角は約30～50°のた

め，45°と仮定して図示。

45°43°

←W

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

滝ノ坊断層の断層位置（文献の断層トレースを基に評価した断層位置）

断層端点

傾斜方向推定区間

0 10km5

富山湾西側海域断層 断層位置

推定区間

赤色立体地図※3

※3：「国土地理院タイル：赤色立体地図」背景データとして使用し，一部加筆
「赤色立体地図ⓒアジア航測株式会社」

志賀原子力発電所



○連動の検討の結果，能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層は，主断層のみを震源断層として考慮することとしたことから，いずれが主断層であるかの検討を
行った。

○能都-滝ノ坊断層帯の長さは約30km，富山湾西側海域断層の長さは約84kmであり，断層長さは富山湾西側海域断層帯の方が大きい（補足資料3.2-28（1）P.3.2-28-
3，第1328回審査会合 資料1-1 P.198）。

○能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の平均変位速度は，いずれも不明である。

○検討の結果，断層長さは能都-滝ノ坊断層帯より富山湾西側海域断層の方が長いものの，両断層の平均変位速度が不明であることから，能都-滝ノ坊断層帯と富
山湾西側海域断層のいずれが主断層であるかは明確に判断できない。

○以上のことから，断層モデルについては，能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定することとする。

補足資料3.2-29 能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層の連動の検討データ

3.2-29(4) （参考）能都-滝ノ坊断層帯と富山湾西側海域断層のいずれが主断層であるかの検討

・いずれの断層が主断層であるか
明確に判断できない。

3.2-29-9

両断層の地下深部形状
（富山湾西側海域断層帯が主断層の場合）

※2：富山湾西側海域断層の傾斜角は
約30～50°のため，45°と仮定し
て図示。

標高 (km) 標高 (km)

能都断層帯 富山湾西側海域断層※2

←W E→

0

-5

-10

-15

-5

-10

-15

0 5km

0

-20 -20

45°44°

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

滝ノ坊断層の断層位置（文献の断層トレースを基に評価した断層位置）

断層端点

傾斜方向推定区間

富山湾西側海域断層 断層位置

推定区間

赤色立体地図※1

※1：「国土地理院タイル：赤色立体地図」背景データとして使用し，一部加筆
「赤色立体地図ⓒアジア航測株式会社」

0 10km5

志賀原子力発電所

標高 (km) 標高 (km)

能都断層帯 富山湾西側海域断層※2

0
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-10

-15

-5

-10

-15

0 5km

0

-20 -20

45°44°

両断層の地下深部形状
（能都断層帯が主断層の場合）

←W E→
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補足資料３．２－３０

砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の
連動の検討データ

連動の検討結果

3.2-30-1

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動を考慮しない

連動の検討対象位置図

0 20km10

志賀原子力
発電所

右図範囲
0 40km20

位置図



検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査(A)

①地震調査委員会（2004b，2008）は，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層を別の起震断層として設定している（補足資料3.2-30
（2）P.3.2-30-4）。

②砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（補足資料3.2-30（2）P.3.2-30-4）。

断層面の傾斜方向，
ずれの向き(B)

③地震調査委員会（2008）は砺波平野断層帯（西部）について北西傾斜（45～50°（中角））の逆断層としているのに対し，地震調
査委員会（2004b）は御母衣断層について高角（断層モデルの傾斜角は90°※）で左横ずれを主体とする断層としており，変位セ
ンスが異なり，傾斜方向を考慮すると地下深部で断層面が離れていく関係にある（補足資料3.2-30（2）P.3.2-30-4）。

地球物理学的調査 重力異常分布(C)
④村田ほか（2018）のブーゲー異常図と断層との関係を確認した結果，砺波平野断層帯（西部）のうち，石動断層に沿って，連続的
な重力異常急変部が認められる。また，御母衣断層の中～南部や，北部の一部区間において，重力異常急変部が認められる。
しかし，両断層間において，重力異常急変部は連続しない（補足資料3.2-30（2）P.3.2-30-5）。

総合評価

［評価結果］
・検討の結果，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層は，ほぼ一線に近接して分布する（②）ものの，地震調査委員会は，両断層を
別の起震断層として設定している（①）。また，両断層の変位センスが異なり，傾斜方向を考慮すると地下深部で断層面が離れて
いく関係にある（③）。さらに，重力異常分布の結果からは，両断層間に連続する構造は推定されない（④）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層は，同時活動する可能性はないと判断される
ことから，別の起震断層として設定し，連動を考慮しない。

3.2-30-2

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層について， 「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の
検討を行った。検討結果は以下の通り。

＜同時活動の可能性の検討＞

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の
設
定
方
法

○連動の検討の結果，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層を別々の断層として設定すること
とする。

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

＜参考＞

補足資料3.2-30 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動の検討データ

3.2-30(1)  砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動の検討結果

※地震調査委員会（2021）による。



【砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

赤矢印：砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層
の連動の検討の流れ

赤色立体地図※ ※：「国土地理院タイル：赤色立体地図」背景データとして使用し，一部加筆
「赤色立体地図ⓒアジア航測株式会社」

断層端点

傾斜方向

志賀原子力発電所

右図範囲

30km

0 50㎞

位置図

断層位置
推定区間

補足資料3.2-30 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動の検討データ

3.2-30-3

（御母衣断層の傾斜は高角（90°））



○砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の特徴，断層面の傾斜方向及びずれの向きを確認するため，文献調査を行った。
○地震調査委員会（2004b，2008）は，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層を別の起震断層として設定している。
○砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布している（離隔距離：約5km）。
○地震調査委員会（2008）は砺波平野断層帯（西部）について北西傾斜（45～50°（中角））の逆断層としているのに対し，地震調査委員会（2004b）は御母衣断層につ
いて高角（断層モデルの傾斜角90°※）で左横ずれを主体とする断層としており，変位センスが異なり，傾斜方向を考慮すると地下深部で断層面が離れていく関係に
ある。

位置図（地震調査委員会（2004b，2008）を修正，加筆

砺波平野断層帯（西部）

御母衣断層

U
D

U
D

U：隆起側
D：沈降側

横ずれ方向

志賀原子力発電所

右図範囲

30km

0 50㎞

位置図

3.2-30-4

補足資料3.2-30 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動の検討データ

3.2-30(2)  砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

傾斜方向
（御母衣断層の傾斜は高角（90°））

※地震調査委員会（2021）による。



○砺波平野断層帯（西部），御母衣断層の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○村田ほか（2018）のブーゲー異常図と断層との関係を確認した結果，砺波平野断層帯（西部）のうち，石動断層に沿って，連続的な重力異常急変部が認められる。
○また，御母衣断層の中～南部（主に白川断層，三尾河断層に対応）や，北部（加須良断層に対応）の一部区間において，重力異常急変部が認められる。
○しかし，両断層間において，重力異常急変部は連続しない。

ブーゲー異常図（村田ほか，2018）を修正，加筆

地震調査委員会(2004b，2008)トレース

都市圏活断層図(堤ほか，2003，2008; 後藤ほか，2015，
2019，2020；中埜ほか，2020)トレース

砺波平野断層帯（西部）

20㎞

御母衣断層

重力異常急変部
が認められる

重力異常急変部
が認められる

重力異常急変部
が認められる

重力異常急変
部が認められる

志賀原子力
発電所

右図範囲

30km

0 50㎞

位置図

100km

両断層間において
重力異常急変部は
連続しない

3.2-30-5

補足資料3.2-30 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動の検討データ

3.2-30(2)  砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－



余白



補足資料３．２－３１

砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の
連動の検討データ

3.2-31-1

志賀原子力
発電所

右図範囲

0 40km20 凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
橙色：連動を考慮する

連動の検討対象位置図

位置図 0 ２0km１0



○検討対象とする断層の組合せとして抽出した砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯について， 「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性
の検討を行った。検討結果は以下の通り。

連
動
の
検
討

検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査(A)

①地震調査委員会（2008）は，砺波平野断層帯東部と呉羽山断層帯を別の起震断層として設定している（補足資料3.2-31（2）P.3.2-31-4）。
②砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は，岡村（2007b）が示す第四紀のひずみ集中帯内に分布する（P.59）。
③砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の地表トレースは，一部並走区間を伴って近接して分布する（補足資料3.2-31（2）P.3.2-31-5）。

反射法地震
探査

断層面の傾斜方
向(B)

④地震調査委員会（2008，2021）及び文科省ほか（2015）によれば，砺波平野断層帯（東部）は南東傾斜（約30～45°）の逆断層である（補足資料
3.2-31（2）P.3.2-31-5）。
⑤地震調査委員会（2008）によれば，呉羽山断層帯は北西傾斜（約45°）の逆断層である（補足資料3.2-31（2）P.3.2-31-5）。

断層の
活動履歴

平均変位速度(C)
⑥地震調査委員会（2008）によれば，砺波平野断層帯（東部）の平均変位速度は0.3-0.4m/千年程度（上下成分），呉羽山断層帯の平均変位速度は

0.4-0.6m/千年程度（上下成分）であり，両断層の平均変位速度は同程度である（補足資料3.2-31（3）P.3.2-31-6）。

最新活動時期(D)

⑦砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の最新活動時期は，同じ可能性がある（補足資料3.2-31（4）P.3.2-31-7）。
・地震調査委員会(2008)によれば，砺波平野断層帯東部の最新活動時期は約4千3百年前以後，約3千6百年前以前であると推定している。
・地震調査委員会（2008）は，呉羽山断層帯の最新活動時期は約3千5百年前以後，7世紀以前の可能性があるとしている。また，富山大学・地域
地盤環境研究所（2011）は，呉羽山断層帯の最新活動時期はBC2285～427ADとしている。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は，同時活動を考慮した文献はない（①）ものの，ひずみ集中帯内で一部並走区間を伴って
近接して分布し（②，③），地下で近づく関係にある（④，⑤）。また，両断層の平均変位速度は同程度であり（⑥），最新活動時期が同じ可能性があ
る（⑦）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は同時活動する可能性が否定できないことから，１つの起震
断層として設定する。

＜同時活動の可能性の検討＞
青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

断
層
モ
デ
ル
の

設
定
方
法

○連動の検討の結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動を考慮することから，断層モデルについては，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯を一連の断層として設定するこ
ととする。

＜同時活動する可能性のある断層の関連性の検討＞

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は，１つの起震断層として設定すると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った（補足資料3.2-31（5）P.3.2-31-8）。

○断層形状・位置関係を確認した結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は，並走する区間があるものの一部であり，両断層がともに震源断層として活動する（主断層－主断層の関係）と判断し，両
断層の連動を考慮する。
○両断層の連動を考慮した結果，「砺波平野（東部）－呉羽山断層帯」として，走向がNE-SW方向，南東傾斜（約30～45°）及び北西傾斜（約45°）の逆断層と評価した。
○断層長さは，呉羽山断層帯の北東端から砺波平野断層帯（東部）の南西端までの約57km（65km）※区間を評価した（次頁）。

＜参考＞

3.2-31-2

補足資料3.2-31 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討データ

3.2-31(1)  砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討結果

※括弧内の長さは，砺波平野断層帯（東部）（30km）と呉羽山断層帯（35km）を足し合わせた値を記載している。



【砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

3.2-31-3

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内

ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

補足資料3.2-31 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討データ

断層端点

傾斜方向

赤矢印：砺波平野断層帯（東部）と呉羽山
断層帯の連動の検討の流れ



○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2008）は，砺波平野断層帯東部と呉羽山断層帯を別の起震断層として設定している（下図）。

志賀原子力
発電所

砺波平野断層帯東部と呉羽山断層帯の位置関係概略図
（地震調査委員会（2008）に一部加筆）

3.2-31-4

補足資料3.2-31 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討データ

3.2-31(2)  砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の同時活動の可能性の検討 －文献調査－



反射法弾性波探査断面（富山県，1997）

反射法弾性波探査測線
（富山県，1997）

反射法地震波探査断面（文科省ほか，2015を編集）

反射法地震波探査測線（文科省ほか，2015）

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

○文献調査の結果，砺波平野断層帯（東部）は南東傾斜（約30～45°）の逆断層，呉羽山断層帯は北西傾斜（約45°）の逆断層である。

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の地表トレースは，一部並走して近接して分布する（離隔距離：約7km）。

○よって，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は，一部並走区間を伴って近接して分布し，地下で近づく関係にある。

・地震調査委員会（2008）は，地質構造，変位地形から，砺波平野断層帯東部は南東傾斜の逆断
層と推定している。また，砺波平野断層帯（東部）の傾斜角は不明であるが，文科省ほか（2015）
の反射法地震波探査断面（右上図）に示された高清水断層の傾斜角を測定し，図の縦横比に
基づいて補正した値は約30°となる。また，地震調査委員会（2021）は，砺波平野断層帯東部
の強震動予測のための震源パラメータとして，傾斜角：南東傾斜 45°を設定している。
・地震調査委員会（2008）は，富山県（1997）が実施した反射法地震探査結果などから，呉羽山断
層帯は北西傾斜（約45°）の逆断層と推定している。

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内

ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

呉羽山断層帯

砺波平野断層帯（東部）

【地震調査委員会(2008)，文科省ほか（2015）】

3.2-31-5

補足資料3.2-31 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討データ

3.2-31(2)  砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

傾斜方向



高清水断層を横断する低位段丘面の地形縦断図（富山県，2000）

○平均変位速度を比較した結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の平均変位速度は同程度である。

・富山県（2000）によれば，砺波市の庄
川左岸にあたる井波地点において，姶
良Tn火山灰（約2万8千年前）を挟む低
位段丘Ⅳ面が高清水断層によって約
7m変位していることから，段丘の離水
時期を約2万-2万5千年前とすると，そ
の平均上下変位速度は0.3-0.4m/千年
となる（地震調査委員会，2008）。

地震調査委員会（2008）は，富山県（1997）のボーリング調査結果等から，以下のように推
定している。
・断層を挟んだ桃色凝灰岩（約63万年前の年代値が得られている）の標高差を求めると，
少なくとも255m程度となる。
・断層の西側の桃色凝灰岩が下位の地層と同様に褶曲変形を受けているとした場合に
は，断層を挟んだ桃色凝灰岩の標高差は最大375m程度と計算される。
・以上の断層を挟んだ桃色凝灰岩の標高差255-375m程度を断層による上下変位量とす
ると，その年代値から平均上下変位速度は0.4-0.6m/千年程度と求められる。

呉羽山断層帯

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内

ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

砺波平野断層帯（東部）

ボーリング調査地点
（富山県，1997）

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の後期更新世以降の活動の傾向を比較するため，平均変位速度を確認した。
○地震調査委員会（2008）は，富山県（2000a,b）が砺波市の庄川左岸にあたる井波地点で実施した地形調査結果等を踏まえ，砺波平野断層帯東
部の平均上下変位速度を0.3-0.4m/千年程度と推定している。

○地震調査委員会（2008）は，富山県（1997）が呉羽山丘陵で実施したボーリング調査結果等を踏まえ，呉羽山断層帯の平均上下変位速度を0.4-
0.6m/千年程度であった可能性があるとしている。

地形断面（A-A’）位置（富山県，1997）

地形断面（B-B’）位置
（富山県，1997）

3.2-31-6

補足資料3.2-31 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討データ

3.2-31(3)  砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の同時活動の可能性の検討 －平均変位速度－



東富山
ボーリング

BC2285

427AD

地震調査委員会（2008） 富山大学・地域地盤
環境研究所（2011）

3.2-31-7

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内

ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

砺波平野断層帯東部と呉羽山断層帯の活動の時空間分布図
（地震調査委員会（2008）を編集）

地震調査委員会（2008）

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の最新活動時期を確認した。
砺波平野断層帯（東部）
○地震調査委員会(2008)は，富山県(2000a,b)の東城寺地点及び蓑谷地点のトレンチ調査を踏まえ，砺波平野断層帯東部の最新活動時期は約4
千3百年前以後，約3千6百年前以前であると推定している。

呉羽山断層帯
○地震調査委員会（2008）は，産業技術総合研究所(2007)の，安田城址，丘の夢牧場のボーリング，トレンチ，ピット調査を踏まえ，最新活動時期
は約3千5百年前以後，7世紀以前の可能性があるとしている。

○富山大学・地域地盤環境研究所（2011）は，断層帯北部の陸域（東富山）において，群列ボーリングと既存ボーリングを合わせて検討を行い，最
新活動時期はBC2285～427ADとしている。

○最新活動時期を比較した結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の最新活動時期は同じ可能性がある。

東城寺

蓑谷

丘の夢牧場

安田城址

東富山

補足資料3.2-31 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討データ

3.2-31(4)  砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の同時活動の可能性の検討 －最新活動時期－



○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は，同時活動する可能性があると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った。
○地表での断層位置・形状を確認した結果，両断層は断層トレースが並走する区間があるものの一部である。
○両断層の地下深部形状を確認した結果，砺波平野断層帯（東部）は南東傾斜（30°），呉羽山断層帯は北西傾斜（45°）であり，地下で近づく関係にある。

○断層形状・位置関係を確認した結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は，並走する区間があるものの一部であり，両断層がともに震源断層として活動する
（主断層－主断層の関係）と判断し，両断層の連動を考慮する。

○両断層の連動を考慮した結果，「砺波平野（東部）－呉羽山断層帯」として，走向がNE-SW方向，南東傾斜（約30°）及び北西傾斜（約45°）の逆断層と評価した。

○断層長さは，呉羽山断層帯の北東端から砺波平野断層帯（東部）の南西端までの約57km区間を評価した。

3.2-31-8

両断層の地下深部形状

-4

-2

-6

←北西 南東→

標高 (ｋm)

0

-4

標高 (ｋm)

-2

-6

0

-8 -8

0 5km

呉羽山断層帯砺波平野断層帯（東部）※

約45°

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内

ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

約45°

補足資料3.2-31 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討データ

3.2-31（5） 同時活動する可能性のある断層の関連性の検討

※：偽傾斜を考慮し図示。真の傾斜は30°



補足資料４．１－１

設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

4.1-1-1



断層名

長さ

区分 見直した理由 記載頁設置変更許可
申請時の評価

見直し後の
評価

延伸部分
（次頁図）

敷
地
周
辺
陸
域

(4) 富来川南岸断層
（地震後の影響確認）

－※1 9.0km Ⓒ （令和６年能登半島地震後の調査により，既往評価に影響がないことを確認） P.9

(5) 酒見断層 9.1km 11.0km Ⓑ 端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化したため。
補足資料4.1-1

P.4.1-1-9

(6) 眉丈山第２断層 19km 23.0km Ⓑ 端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化したため。
補足資料4.1-1

P.4.1-1-10

(12) 富来川断層 3.0km 5.6km Ⓒ 追加調査により，新たに断層端部を評価したため。
補足資料4.1-1

P.4.1-1-11

(15) 邑知潟南縁断層帯 34km 44.3km Ⓑ 端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化したため。
補足資料4.1-1

P.4.1-1-12

(19-1) 能都断層帯 20km 20.9km Ⓑ 端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化したため。
補足資料4.1-1

P.4.1-1-13

(16) 森本・富樫断層帯 25km 30km Ⓐ
設置変更許可申請以降に公開された文献（「森本・富樫断層帯における重点的な調査観測」（文部科学省研究開発局・
国立大学法人京都大学防災研究所，2023）※2及び「都市圏活断層図」（松多ほか，2016））を評価に反映したため。

補足資料4.1-1
P.4.1-1-14

(23) 砺波平野断層帯（東部） 21km 30km Ⓐ
設置変更許可申請以降に公開された文献（「活断層図（都市圏活断層図）」（後藤ほか，2015，2020））を評価に反映した
ため。

補足資料4.1-1
P.4.1-1-15

(29) 牛首断層帯 56km 78km Ⓐ 設置変更許可申請以降に公開された文献（「活断層図」（金田ほか，2019））を評価に反映したため。 補足資料4.1-1
P.4.1-1-16

(34) 御母衣断層 70km 74km Ⓐ 設置変更許可申請以降に公開された文献（「活断層図」（後藤ほか，2020））を評価に反映したため。 補足資料4.1-1
P.4.1-1-17

○設置変更許可申請（2014年8月）以降，敷地周辺陸域（5km以遠）の断層の評価（断層長さ，連動評価）を見直した内容について下表に示す（位置図は次頁，各断層の
評価を見直した内容の詳細は補足資料4.1-1P.4.1-1-9～21）。

○個別断層の長さの評価を見直した理由についてⒶ～Ⓒの３つに区分し，それぞれの詳細を補足資料4.1-1P.4.1-1-4，5に示す。

※1： 富来川南岸断層については，設置変更許可申請時は後期更新世以降の活動が認められないと評価していたことから断層長さを記載していなかったが，
申請以降に活動性評価を見直したことに伴い，後期更新世以降の活動が否定できない9.0km区間を評価（第1193回審査会合資料）。

※2： 文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大学防災研究所（2023）は，以下，文科省ほか（2023）と称する。【個別断層の長さの評価の見直し】

令和6年能登半島地震の知見の反映

断層の記号はP.27と同じ

断層の組合せ
設置変更許可申
請時の評価

見直し後の評価 見直した理由 記載頁

敷
地
周
辺
陸
域

⑩ 眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯
連動の検討対象と

していない
連動を考慮する

眉丈山第２断層の長さの評価の見直しに伴い，能登島半の浦断層帯と近接して分布することから，両断層を新たに
連動の検討対象として選定したため。
両断層は地下で近づく関係にあること等を踏まえ，総合的に評価した結果，同時活動する可能性が否定できない。

補足資料4.1-1
P.4.1-1-18

⑪ 邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯
連動の検討対象と

していない
連動を考慮する

邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯の長さの評価の見直しに伴い，両断層は近接して分布することから，新たに
連動の検討対象として選定したため。
両断層はほぼ連続して分布していること等を踏まえ，総合的に評価した結果，同時活動する可能性が否定できない。

補足資料4.1-1
P.4.1-1-19

⑫ 能都断層帯と滝ノ坊断層
連動の検討対象と

していない
連動を考慮する

滝ノ坊断層については活動性及び長さの評価の対象として抽出していないものの，能都断層帯と近接して分布する
ことから，両断層を新たに連動の検討対象として選定したため。
両断層はほぼ一線に近接して分布していること等を踏まえ，総合的に評価した結果，同時活動する可能性が否定で
きない。

補足資料4.1-1
P.4.1-1-20

⑬ 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯
連動の検討対象と

していない
連動を考慮する

砺波平野断層帯（東部）の長さの評価の見直しに伴い，呉羽山断層帯と近接して分布することから，両断層を新たに
連動の検討対象として選定したため。
両断層は地下で近づく関係にあること等を踏まえ，総合的に評価した結果，同時活動する可能性が否定できない。

補足資料4.1-1
P.4.1-1-21

【連動評価の見直し】

青下線は令和6年能登半島地震の知見を反映した箇所

Ⓐ 申請以降に公開された新たな文献の反映により，断層長さを延伸させた

Ⓑ 端部をより確実な位置に統一化したことにより，断層長さを延伸させた

Ⓒ 追加調査の結果に基づき，断層端部を評価した

4.1-1-2

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容



令和6年能登半島地震の知見の反映

100㎞

【設置変更許可申請時（2014年8月）の評価から変更した箇所】

敷地周辺陸域（5km以遠）の断層の評価（断層長さ，連動評価）を見直した箇所

拡大図

右図範囲

⑪

⑫

⑬

⑫

⑩

⑪

(5) (12)

(34)

⑩

(5)

(12)

凡 例

当社が後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

区分Ⓑ：端部をより確実な位置に統一化したため，評価を変更（延伸）した箇所

区分Ⓐ：設置変更許可申請以降に公開された文献を反映し，評価を変更（延伸）した箇所

設置変更許可申請以降に新たに連動を考慮した断層の組合せ

区分Ⓒ：追加調査の結果に基づき，断層端部を評価した箇所

(4)

(4)

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

4.1-1-3

志賀原子力
発電所

志賀原子力
発電所



補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【設置変更許可申請時】
・主要活断層帯の長期評価（地震調査委員会）に基づき断層端部の評価を行うことを
基本とした。

【設置変更許可申請時】
・空中写真判読により判読したリニアメント・変動地形の端部に基づき断層端部の評価を行う
ことを基本とした。

断層端点の評価例（酒見断層）断層端点の評価例（森本・富樫断層帯）
【文

献
調
査
】

推
定
活
断
層
（今

泉
ほ
か
，

20
18
）

活
断
層
（確

実
度
Ⅰ
）

（活
断
層
研
究
会
，

19
91
）

リ
ニ
ア
メ
ン
ト
・変

動
地
形

約
9.

1k
m

【
空
中
写
真
判
読
】

反射法
地震探査

海上音波探査 No.6.5-2U測線

酒見断層に対応する断層が
認められない地点

伏在断層が推定された地点

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

おおかま

大釜

だいふくじ

大福寺

さいかいふと

西海風戸

約
1.

1k
m

かのう

香能

（
香
能
付
近
の
リ
ニ
ア
メ
ン
ト
）

たちぶん

舘分

ばんば

馬場

傾斜方向

野田山撓曲

あからじま

明島町

やわた

八幡町

つばた

津幡町

うめだ

梅田北
うめだ

梅田南

とぎや

利屋

森
本
・富

樫
断
層
帯

(松
多
ほ
か
，

20
16
；堤

ほ
か
，

20
10
；東

郷
ほ
か
，

19
98

)

森
本
・富

樫
層
帯

(地
震
調
査
委
員
会
，

20
13

a)

北端

南端

地震調査委員会(2013a)トレース

都市圏活断層図(松多ほか，2016；堤ほか，2010；東郷ほか，1998）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）
文科省ほか（2023）トレース

のせ

能瀬
（文科省ほか(2023)

による森本断層の

北端）

（松多ほか(2016)

による富樫断層

の南端）

文献によるボーリング調査，トレンチ調査及び反射法弾性波探査位置

青字：地震調査委員会(2013a)の断層名

段丘面調査

見直し後
の評価

設置変更
許可申請
時の評価

さかみ

酒見断層
約9.1km

さかみ

酒見断層
約11.0km

北端

（海上音波探査で

断層が認められ

ない地点）

（リニアメント・変動

地形の北端）

（リニアメント・変動

地形の南端）

南端

（中位段丘Ⅰ面に

系統的な高度差

が認められない

地点）

南端

北端
（地震調査委員会

(2013a)による森

本断層の北端）

（地震調査委員会

(2013a)による富

樫断層の南端）

見直し後
の評価

設置変更
許可申請
時の評価

もりもと とがし

森本・富樫
断層帯
約25km

もりもと とがし

森本・富樫
断層帯
約30km

南端

北端

【今回】
・空中写真判読により判読したリニアメント・変動地形及び文献（活断層研究会（1991），今泉
ほか（2018）等）が図示した活断層の延長位置において実施した地質調査・物理探査データ
等により，断層が認められない位置を端部と評価した。

【今回】
・主要活断層帯の長期評価（地震調査委員会）のほか，申請以降に確認した新たな文
献（活断層図（国土地理院）等）に基づき断層端部の評価を行い，最も遠方に端部を
設定している文献による断層端部の位置を端部と評価した。

【個別断層の長さの評価を見直した理由の区分（1/2）】
区分Ⓑ：端部をより確実な位置に統一化区分Ⓐ：設置変更許可申請以降に公開された文献の反映

（設置変更許可申請以降に評価に反映した知見のリストは
補足資料4.1-1P.4.1-1-6，7）

4.1-1-4



補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【設置変更許可申請時】
・地質調査・物理探査等による断層端部調査を実施して
いなかった。

断層端点の評価例（富来川断層）

区分Ⓒ：追加調査の結果に基づき，新たに断層端部を評価

【文
献
調
査
】

推
定
活
断
層

（今
泉
ほ
か
，

20
1
8）

活
断
層
（確

実
度
Ⅱ
）

（活
断
層
研
究
会
，

19
91
）

リ
ニ
ア
メ
ン
ト
・
変
動
地
形

約
3.

0
km

こえと

越渡

じほ

地保

（富来川北方測線）

（IG-1孔）

反射法
地震探査

【空
中
写
真
判
読
】

【文
献
調
査
】

活
断
層
（確

実
度
Ⅱ
）

（活
断
層
研
究
会
，

19
91
） いしな

石畠

1km0

推定区間

断層位置

いりがま

入釜

凡 例

傾斜方向

富来川断層に対応する断層
が認められない地点

伏在断層が推定された地点

きりどめ

切留

かみなか

上中

（リニアメント・変動
地形の北端）

（ボーリング調査で
断層が認められ
ない地点）

とぎがわ

富来川断層
約5.6km

とぎがわ

富来川断層
約3.0km

（リニアメント・変動
地形の南端）

北端

見直し後
の評価

設置変更
許可申請
時の評価

（反射法地震探査
で断層が認めら
れない地点）

南端

【今回】
・追加調査を実施し，地質調査・物理探査データ等から
断層が認められない位置を新たに端部と評価した。

【個別断層の長さの評価を見直した理由の区分（2/2）】

北端

南端

反射法地震探査の結果，
断層は認められない。

ボーリング調査の結果，
断層は認められない。

（設置変更許可申請以降に実施した追加調査の内容は補足資料4.1-1P.4.1-1-8）

4.1-1-5



補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

＜設置変更許可申請以降に公開された主な知見（半径30km範囲の断層に関連するもの）＞

酒見断層

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ② P.171，172

Fukushima et al.（2024） 活動性評価 ② P.161

高橋ほか（2024） 活動性評価 ② P.192

藏下ほか（2025） 活動性評価 ② P.192

Peng et al.（2025） 活動性評価 ② P.193

佐藤（2024） 活動性評価 ② P.194

Sawaki et al.（2025） 活動性評価 ② P.193

Yamada et al.（2025） 活動性評価 ② P.193

眉丈山第２断層

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

P.222～
226

澤田ほか（2021） 断層長さの評価 ② P.256

邑知潟土地改良区（2024） 活動性評価 ② P.238

断層※1 件名※2 内容 分類 参照頁

富来川断層

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ② P.259，261

高橋ほか（2024） 活動性評価 ② P.192

藏下ほか（2025） 活動性評価 ② P.192

Peng et al.（2025） 活動性評価 ② P.193

佐藤（2024） 活動性評価 ② P.194

Sawaki et al.（2025） 活動性評価 ② P.193

Yamada et al.（2025） 活動性評価 ② P.193

邑知潟南縁断層帯

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

P.306，340，352，
368

「日本海地震・津波調査プロジェクト」
文科省ほか（2015）

活動性評価 ② P.366

※1：後期更新世以降の活動が認められない断層等及び対応する断層が認められない断層等は緑下線
※2：令和6年能登半島地震に関連する知見は青下線

断層※1 件名※2 内容 分類 参照頁

富来川南岸断層

渡辺ほか（2015）
活動性評価
断層長さの評価 ② -

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ② -

Hiramatsu et al.(2019)
断層長さの評価
傾斜角の評価 ② -

鈴木・渡辺（2024a, b, c）
活動性評価
断層長さの評価 ② P.93

吉見・丸山（2024） 活動性評価 ② P.94

Fukushima et al.（2024） 活動性評価 ② P.161

高橋ほか（2024） 活動性評価 ② P.155

令和6年能登半島地震の知見の反映

○設置変更許可申請（2014年8月）以降に公開された，敷地周辺（陸域）断層の評価に関連する知見について下表に示す。

4.1-1-6

能都断層帯

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

補足資料2.4-6(2)
P.2.4-6-4

横田付近の断層
補足資料2.4-9(2)

P.2.4-9-3

田尻滝西方の断層
補足資料2.4-10(3)

P.2.4-10-6

小牧断層
補足資料2.4-11(3)

P.2.4-11-5

鹿島西断層
補足資料2.4-12(3)

P.2.4-12-4

小又西方の断層
補足資料2.4-15(2)

P.2.4-15-3

原断層
補足資料2.4-15(2)

P.2.4-15-3

分類
①：活動性評価・断層長さの見直しが必要な知見
②：活動性評価・断層長さの評価の見直しの必要がない知見



補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

＜設置変更許可申請以降に公開された主な知見（半径30km以遠の断層に関連するもの）＞

跡津川断層帯

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

補足資料
2.5-7(2)

P.2.5-7-3

「活断層図（都市圏活断層図）」
金田ほか（2019），宮内ほか（2019），
杉戸ほか（2019），田力ほか（2019），
熊原ほか（2019），後藤ほか（2019）

活動性評価
断層長さの評価 ② P.426

御母衣断層

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

補足資料
2.5-6(2)

P.2.5-8-3

「活断層図（都市圏活断層図）」
後藤ほか（2020），後藤ほか（2019），
中埜ほか（2020），熊原ほか（2020）

活動性評価
断層長さの評価 ① P.427

福井平野東縁
断層帯

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

補足資料
2.5-9(2)

P.2.5-9-3

「日本海地震・津波調査プロジェクト」
文科省ほか（2016）

活動性評価 ②
補足資料
2.5-9(2)

P.2.5-9-3

断層 件名 内容 分類 参照頁

糸魚川－静岡構造線
活断層系

「主要活断層帯の長期評価」
地震調査委員会（2015）

活動性評価
断層長さの評価 ①

P.402～
405

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

P.402～
404，406

「活断層図（都市圏活断層図）」
松多ほか（2018，2021），
廣内ほか（2018，2020），
鈴木ほか（2020），杉戸ほか（2022），
中埜ほか（2023）

活動性評価
断層長さの評価 ②

P.402～
404，406

森本・富樫断層

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ② P.412，413

「活断層図（都市圏活断層図）」
松多ほか（2016）

活動性評価
断層長さの評価 ① P.412，413

「森本・富樫断層帯における重点的な
調査観測」
文科省ほか（2023，2024）

活動性評価
断層長さの評価 ①

P.412，414
～416

断層 件名 内容 分類 参照頁

牛首断層帯

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

補足資料
2.5-6(2)

P.2.5-6-3

「活断層図（都市圏活断層図）」
金田ほか（2019），宮内ほか（2019），
田力ほか（2019），熊原ほか（2019），
後藤ほか（2019）

活動性評価
断層長さの評価 ② P.425

砺波平野断層帯
(東部)

「活断層詳細デジタルマップ[新編]」
今泉ほか（2018）

活動性評価
断層長さの評価 ②

補足資料
2.5-4(2)

P.2.5-4-3

「活断層図（都市圏活断層図）」
後藤ほか（2015，2020）

活動性評価
断層長さの評価 ① P.424

「日本海地震・津波調査プロジェクト」
文科省ほか（2015）

活動性評価 ② P.424

「20万分の1地質図幅」
竹内ほか（2023）

活動性評価
断層長さの評価 ② P.424

分類
①：活動性評価・断層長さの見直しが必要な知見
②：活動性評価・断層長さの評価の見直しの必要がない知見 4.1-1-7



○設置変更許可申請（2014年8月）以降，敷地周辺（陸域）の断層のうち，富来川南岸断層，酒見断層，眉丈山第２断層及び富来川断層において，令和6年能登半島
地震前後に実施した追加調査の内容について，下図表に示す。

令和6年能登半島地震の知見の反映

後期更新世以降の活動が否定できないと
評価した断層

凡例

（５）地震観測の観測点（計33点）

（２）航空レーザ計測（陸域）

志賀原子力
発電所

①ボーリング調査（富来川東岸）

②反射法地震探査（富来川北方測線）

③ボーリング調査（入釜付近）

④ボーリング調査（八幡）

令和6年能登半島地震前の調査

調査項目 調査位置 調査目的 調査数量等 参照頁

① ボ-リング調査 富来川東岸
活断層研究会（1991），
今泉ほか（2018）に示さ
れた断層の有無を確認

2本
（150m，100m） P.268～274

② 反射法地震探査
富来川断層北端
（富来川北方測線）

富来川断層に対応する
断層の有無を確認

測線長1.9km P.290～292

③ ボーリング調査
富来川断層南端
（入釜付近）

富来川断層に対応する
断層の有無を確認

1本
（140m） P.295～298

④ ボーリング調査
眉丈山第２断層の北東方延長
（八幡）

眉丈山第２断層に対応
する断層の有無を確認

1本
（51m） P.254

調査項目 調査位置 調査目的 調査数量等 参照頁

（１） InSAR解析

富来川南岸断層周辺
酒見断層周辺
富来川断層周辺
眉丈山第２断層周辺

地震による変位の発生
状況について，広域的
かつ面的に確認

だいち２号観測デー
タを基に当社解析

P.97～100
P.181～184
P.280～283
P.236，237

（２）
航空レーザ計測
（陸域）

富来川南岸断層周辺
酒見断層周辺
富来川断層周辺

地震前(2007年)と地
震後(2024年)の計
測結果を比較

P.101，160
P.185
P.284

（３）
航空レーザ計測
（浅海域）

富来川南岸断層周辺
地震前(2016年)と地
震後(2024年)の計
測結果を比較

P.160

（４）
地表変状の現地
確認

富来川南岸断層周辺
酒見断層周辺
富来川断層周辺

地震による地表変状の
状況について，現地で確
認

断層沿い等
P.102～143
P.186～190
P.285，286

（５） 地震観測
富来川南岸断層周辺
酒見断層周辺
富来川断層周辺

断層の地下深部におい
て，余震分布の面的な
配列が見られるか確認

地震計設置33点，
観測期間2024/3/7
～4/6

P.154，155
P.191
P.287

（６）
反射法地震探査
ボーリング調査

富来川南岸断層 A-1地点
鈴木・渡辺（2024a）が報
告したA地点で，断層構
造の有無を確認

【反射法地震探査】
測線張178m
【ボーリング調査】
4本（30～40m）

P.144～153

令和6年能登半島地震後の調査

（１）InSAR解析

（４）地表変状の現地確認

調査位置図（全体図）

（６）反射法地震探査，
ボーリング調査
（A-1地点）

（３）航空レーザ計測（浅海域）

（敷地近傍断層周辺において，令和6年能登半島地震前に実施した調査は除く）

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

＜設置変更許可申請以降に実施した追加調査の内容＞

4.1-1-8



【酒見断層の評価の見直し内容】

【見直し後の評価】

○酒見断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，北端はこれまでの評価（リニアメント・変動地形の北端）より北方に分布する中位段丘Ⅰ面に系統的な高度差が
認められない地点（馬場付近），南端はこれまでの評価（リニアメント・変動地形の南端）より南方で実施した海上音波探査で断層が認められない地点（No.6.5-2U測線）とし，その
長さとして約11.0km区間を評価。

見直し後の評価設置変更許可
申請時の評価

さかみ

酒見断層
約9.1km

さかみ

酒見断層
約11.0km

北端
（中位段丘Ⅰ面に系統的な
高度差が認められない地点）

南端
（海上音波探査で断層が
認められない地点）

北端
（リニアメント・変動
地形の北端）

南端
（リニアメント・変動
地形の南端）

凡例

断層位置
（細線は副次的な
断層と評価したもの）

推定区間
海上音波探査 No.6.5-2U測線

【設置変更許可申請時の評価】

○酒見断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，リニアメント・変動地形を判読した約9.1km区間を評価。

推
定
活
断
層

（今
泉
ほ
か
，

20
18
）

右図範囲

位置図

30ｋｍ

100ｋｍ

志賀原子力
発電所

0 50km

たちぶん

舘分

さいかいふと

西海風戸

傾斜方向

ばんば

馬場

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

区分Ⓑ：端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化

概要図
4.1-1-9



【眉丈山第２断層の評価の見直し内容】

【設置変更許可申請時の評価】

○眉丈山第２断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，南西端は海上音波探査で断層が認められない地点（No.108.5-4U測線とNo.13U測線の交点），北東端は
高階層及び中位段丘Ⅰ面に変位・変形が認められない地点（羽坂付近）とし，その長さとして約19km区間を評価。

凡 例

海上音波探査

見直し後
の評価

設置変更
許可申請
時の評価

びじょうさん

眉丈山第２断層 約23.0km
北東端

（ボーリング・トレンチ調査で
断層が認められない地点）

南西端
（海上音波探査で断層
が認められない地点）

北東端
（高階層及び中位段丘Ⅰ面に
高度差が認められない地点）

びじょうさん

眉丈山第２断層 約19km
南西端
（海上音波探査で断層
が認められない地点）

はざか

羽坂

しもまち

下町

推定活断層（今泉ほか，2018）

右下図
範囲

位置図

30ｋｍ

100ｋｍ

志賀原子力
発電所

0 50km

傾斜方向

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【見直し後の評価】

○眉丈山第２断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，南西端はこれまでの評価通り（海上音波探査で断層が認められない地点），北東端はこれまでの評価（高
階層及び中位段丘Ⅰ面に変位・変形が認められない地点）より北東方で実施したボーリング・トレンチ調査で断層が認められない地点（下町付近）とし，その長さとして約23.0km
区間を評価。

区分Ⓑ：端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化

交点

概要図
4.1-1-10



【富来川断層の評価の見直し内容】

【設置変更許可申請時の評価】

○富来川断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，リニアメント・変動地形を判読した約3.0km区間を評価。

右図範囲

位置図

30ｋｍ

100ｋｍ

北端
（リニアメント・変動地形の北端）

こえと

越渡

じほ

地保

南端（ボーリング調査で断層が認められない地点）

反射法
地震探査

いしな

石畠

1km0

推定区間

断層位置

見直し後の評価

設置変更
許可申請
時の評価

とぎがわ

富来川断層
約5.6km

とぎがわ

富来川断層
約3.0km

南端
（リニアメント・変動地形の南端）

北端（反射法地震探査で断層が認められない地点）

推
定
活
断
層

（今
泉
ほ
か
，

20
18
）

ボーリング（IG-1孔）

志賀原子力
発電所

0 50km

いりがま

入釜

かみなか

上中

傾斜方向

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【見直し後の評価】

○富来川断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，北端はこれまでの評価（リニアメント・変動地形の北端）より北方で新たに実施した反射法地震探査で断層が
認められない地点（富来川北方測線），南端はこれまでの評価（リニアメント・変動地形の南端）より南方で新たに実施したボーリング調査で断層が認められない地点（IG-1孔）と
し，その長さとして約5.6km区間を評価。

区分Ⓒ：追加調査により断層端部を評価

富来川北方測線

概要図
4.1-1-11



【邑知潟南縁断層帯の評価の見直し内容】

【設置変更許可申請時の評価】
○邑知潟南縁断層帯は，石動山断層・古府断層から野寺断層（北部）までを後期更新世以降の活動が否定できないと評価。野寺断層（南部）はリニアメント・変動地形が地層境界付近に認められる
こと等から，地層境界を反映した差別侵食地形であると評価。坪山-八野断層は，邑知潟南縁断層帯とは傾斜方向が逆であり，地下深部では断層面が離れていくと考えられることから，別の断層
として評価。内高松付近の断層に対応する断層はないと評価。

○邑知潟南縁断層帯の北東端は反射法地震探査で断層が認められない地点（万行測線），南西端は野寺断層（北部）のリニアメント・変動地形の南西端とし，その長さとして約34km区間を評価。

断層位置
推定区間

左下図範囲

位置図

30ｋｍ

100ｋｍ

見直し後の
評価

設置変更許可
申請時の評価

おうちがたなんえん せきどうさん ふるこ のでら つぼやま はちの うちたかまつ

邑知潟南縁断層帯（石動山断層・古府断層，野寺断層，坪山-八野断層及び内高松付近の断層）
約44.3km 北東端

（反射法地震探査で断層が認められない地点）
南西端
（反射法地震探査で断層が認められない地点）

北東端
（反射法地震探査で断層が認められない地点）

邑知潟南縁断層帯（石動山断層・古府断層及び野寺断層）
約34km

南西端
（野寺断層（北部）のリニアメント・変動地形の南西端）

野寺断層
（北部）

「邑知潟断層帯の長期評価」（地震調査委員会，2005a）による評価長さ約44km

野寺断層
（南部）

志賀原子力
発電所

0 50km

くろかわ

黒川

うわだ

上田

傾斜方向

設置変更許可
申請時の評価

坪山-八野断層 約10km

南西端
（リニアメント・変動地形の南西端）

北東端
（リニアメント・変動地形の北東端）

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【見直し後の評価】
○邑知潟南縁断層帯については，地震調査委員会（2005a）が石動山断層，古府断層，野寺断層，坪山-八野断層及び内高松付近の断層を一つの断層帯としていることを踏まえ，石動山断層・古府
断層，野寺断層（北部）に加えて，野寺断層（南部），坪山-八野断層及び内高松付近の断層も含めて，一連として邑知潟南縁断層帯と評価し，後期更新世以降の活動が否定できないと評価。

○邑知潟南縁断層帯の北東端はこれまでの評価通り（反射法地震探査で断層が認められない地点），南西端は地震調査委員会（2005a）の南西端よりさらに南西方で実施した反射法地震探査で断
層が認められない地点（指江測線）とし，その長さとして約44.3km区間を評価。

概要図

区分Ⓑ：端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化
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概要図

【設置変更許可申請時の評価】

○能都断層帯は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，南西端は海上音波探査で断層が認められない地点（Co15～Co12測線），北東端は高位段丘面及び中位段丘
Ⅰ面に高度差が認められない地点とし，約20km区間を評価。

位置図

右図拡大範囲

志賀原子力
発電所

0 50㎞

海上音波探査 Co15～Co12測線

【能都断層帯の評価の見直し内容】

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）

推定区間

活断層（今泉ほか，2018）

傾斜方向

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【見直し後の評価】

○能都断層帯は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，南西端はこれまでの評価通り（海上音波探査で断層が認められない地点），北東端はこれまでの評価（高位
段丘面及び中位段丘Ⅰ面に高度差が認められない地点）より北東方に分布する中位段丘Ⅰ面の段丘面内縁標高に高度差が認められない地点（宇出津付近）とし，その長さと
して約20.9km区間を評価。

区分Ⓑ：端部をより確実な位置（地質調査・物理探査データ等から断層が認められない位置）に統一化
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【森本・富樫断層帯の評価の見直し内容】
【設置変更許可申請時の評価】

○森本・富樫断層帯は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，地震調査委員会（2013a）が図示した約25km区間を評価。

概要図
(活断層図（都市圏活断層図）(松多ほか，2016；堤ほか，2010；東郷ほか，1998； 基図は地理院地図)に一部加筆)

北端
（文科省ほか(2023)による
森本断層の北端）

南端
（松多ほか(2016)による
富樫断層の南端）

右図範囲

位置図

30ｋｍ

100ｋｍ

志賀原子力
発電所

0 50km

文献によるボーリング調査，トレンチ調査及び
反射法弾性波探査位置

地震調査委員会(2013a)トレース

都市圏活断層図(松多ほか，2016；堤ほか，2010；
東郷ほか，1998）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

文科省ほか（2023）トレース

青字：地震調査委員会(2013a)の断層名

傾斜方向

野田山撓曲

うめだ

梅田北
梅田南

あからじま

明島町

やわた

八幡町

つばた

津幡町

とぎや

利屋

のせ

能瀬

もりもと とがし

森本・富樫断層帯
約25km

北端
（地震調査委員会(2013a)による
森本断層の北端）

南端
（地震調査委員会(2013a)による
富樫断層の南端）

設置変更許可
申請時の評価

見直し後の評価

もりもと とがし

森本・富樫断層帯
約30km

断層位置
推定区間

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【見直し後の評価】

○森本・富樫断層帯は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，北端はこれまでの評価（地震調査委員会（2013a）による森本断層の北端）よりさらに北方まで断層を図
示している文科省ほか（2023）による森本断層の北端，南端はこれまでの評価（地震調査委員会（2013a）による富樫断層の南端）よりさらに南方まで断層を図示している松多ほ
か（2016）による富樫断層の南端とし，その長さとして約30km区間を評価。

区分Ⓐ：設置変更許可申請以降に公開された「森本・富樫断層帯における重点的な調査観測」（文科省ほか，2023）及び「都市圏活断層図」（松多ほか，2016）の反映
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【砺波平野断層帯（東部）の評価の見直し内容】
【設置変更許可申請時の評価】

○砺波平野断層帯（東部）は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，地震調査委員会（2008）が図示した約21km区間を評価。

右図範囲

位置図

30ｋｍ

100ｋｍ

志賀原子力
発電所

0 50km

概要図
(活断層図（都市圏活断層図）(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図))に一部加筆)

傾斜方向

とうじょうじ

東城寺

みのたに

蓑谷
なんと

南砺市

となみ

砺波市

となみへいや

砺波平野断層帯
（東部）
約21km

設置変更許可
申請時の評価

北東端
（地震調査委員会(2008)に
よる高清水断層の北端）

南西端
（地震調査委員会(2008)に
よる高清水断層の南端）

見直し後の評価

となみへいや

砺波平野断層帯
（東部）
約30km

北東端
（後藤ほか(2015)による
射水断層の北東端）

南西端
（後藤ほか（2020） による
高清水断層の南西端）

いみず

射水市

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2003; 後藤ほか，2015，2020)
トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

文献によるトレンチ調査位置

断層位置
推定区間

青字：地震調査委員会(2008)の断層名
紫字：都市圏活断層図（後藤ほか，2015）の断層名

「都市圏活断層図：高岡」の
図幅の南端

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【見直し後の評価】

○砺波平野断層帯（東部）については，設置変更許可申請以降に公開された「都市圏活断層図：高岡」（後藤ほか，2015）が地震調査委員会（2008）による高清水断層の北方延長に射水断層を新
たに図示し，「都市圏活断層図：高岡」の図幅よりも南に連続している可能性があるとしていることを踏まえ，射水断層を砺波平野断層帯（東部）に含めて評価することとし，後期更新世以降の
活動が否定できないと評価。

○砺波平野断層帯（東部）の北東端はこれまでの評価（地震調査委員会（2008）による高清水断層の北端）よりさらに北東方の後藤ほか（2015）による射水断層の北東端，南西端はこれまでの評
価（地震調査委員会（2008）による高清水断層の南端）よりさらに南西方まで断層を図示している後藤ほか（2020）による高清水断層の南西端とし，その長さとして約30km区間を評価。

区分Ⓐ：設置変更許可申請以降に公開された「活断層図（都市圏活断層図）」（後藤ほか，2015，2020）の反映
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【牛首断層帯の評価の見直し内容】
【設置変更許可申請時の評価】
○牛首断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，北東端は牛首断層の北東方延長に分布する河成段丘面に変位・変形が認められない地点（富山県富山市小見付近），南西端
は地震調査委員会（2005b）による牛首断層の南西端（岐阜県白川村付近）とし，その長さとして約56km区間を評価。

○なお，牛首断層の北東端より北東方に位置する早乙女岳断層について，地震調査委員会（2005b）は詳細な評価の対象としていないことから，牛首断層の長さに含めていない。

しらかわ

白川村

かみしらきみね

上白木峰

みずなし

水無

うしくび

牛首

概要図 (活断層図(都市圏活断層図)(金田ほか，2019；宮内ほか，2019；田力ほか，2019；熊原ほか，2019；後藤ほか，2019； 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2005b)トレース

活断層図 (金田ほか，2019；宮内ほか，2019；田力ほか，2019；熊原ほか，2019；後藤ほか，2019)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

文献によるトレンチ調査位置

おみ

小見

南西端
（地震調査委員会(2005b)
による牛首断層の南西端）

北東端
（河成段丘面に変位・変形が認められない地点）

北東端
（地震調査委員会(2005b)による
早乙女岳断層の北東端）

かみいち

上市町

位置図

右図範囲

30ｋｍ

100ｋｍ

志賀原子力
発電所

0 50km

青字：地震調査委員会(2005b)の断層名

紫字：活断層図(金田ほか，2019；宮内ほか，2019；田力ほか，2019；熊原ほか，2019；後藤ほか，2019)の断層名

おおやま

大山町

断層位置
推定区間

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

「活断層図：立山」の図幅の北端

【見直し後の評価】
○設置変更許可申請以降に公開された「活断層図：立山」（金田ほか，2019)が牛首断層の北東方に位置する早乙女岳断層について牛首断層帯を構成する断層としていることを踏まえ，牛首断
層と早乙女岳断層を一連として牛首断層帯として評価し，後期更新世以降の活動が否定できないと評価。

○牛首断層帯の北東端は「活断層図：立山」（金田ほか，2019)の図幅北端のさらに北東方まで早乙女岳断層を図示している地震調査委員会（2005b)による早乙女岳断層の北東端，南西端はこ
れまでの評価通り（地震調査委員会(2005b)による牛首断層の南西端）とし，その長さとして約78km区間を評価。

区分Ⓐ：設置変更許可申請以降に公開された「活断層図」（金田ほか，2019）の反映
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【御母衣断層の評価の見直し内容】
【設置変更許可申請時の評価】

○御母衣断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，北端は地震調査委員会（2004b）による加須良断層の北端（石川県金沢市東部），南端は地震調査委員会（2004b）による三
尾河断層の南方延長に認められる直線状の谷地形の直線性が途絶える地点（岐阜県郡上市明宝奥住付近）とし，その長さとして約70km区間を評価。

概要図 (活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜ほか，2020 ；熊原ほか，2020 ；堤ほか，2003，2008；東郷ほか，1998；松多ほか，2016； 基図は地理院地図)に一部加筆)
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とむろやま

戸室山

てらこうど

寺河戸

きだに

木谷

地震調査委員会(2004b)トレース

活断層図(都市圏活断層図)(後藤ほか，2019，2020；中埜ほか，2020；
堤ほか，2008)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

文献によるトレンチ調査位置
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南端
（三尾河断層の南方延長に認められる直線状
の谷地形の直線性が途絶える地点※）

北端
（後藤ほか(2020)による
加須良断層の北端）

北端
（地震調査委員会
(2004b)による加須
良断層の北端）
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青字：地震調査委員会(2004b)の断層名

0 5km

断層位置
推定区間

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

【見直し後の評価】

○御母衣断層は，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し，北端はこれまでの評価（地震調査委員会（2004b）による加須良断層の北端）よりさらに北方まで断層を図示している後藤ほか
（2020）による加須良断層の北端，南端はこれまでの評価通り（三尾河断層の南方延長に認められる直線状の谷地形の直線性が途絶える地点）とし，その長さとして約74km区間を評価。

区分Ⓐ：設置変更許可申請以降に公開された「活断層図」（後藤ほか，2020）の反映

※当社は御母衣断層の南端について，設置変
更許可申請時から地震調査委員会（2004b）
の示す南端よりも長く評価していたことから，
従来の評価を変更していない。
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【眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動の評価】

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

令和6年能登半島地震の知見の反映

断層分布図
（赤色立体地図※）

志賀原子力発電所

0 5㎞

【見直し後の評価】

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動について検討した結果，両断層の同時活動を考慮した文献はない。また，地形調査，地質調査，反射法地震探査，海上音波探査及び重力異常
分布の結果からは，両断層間に連続する構造は推定されず，地質構造（崖地形等）も連続しない。変位量分布からは，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は認められ
ない。しかし，両断層は地下で近づく関係にあることを踏まえ，総合的に評価した結果，両断層は同時活動する可能性が否定できないことから，１つの起震断層として設定。

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動を考慮することとし，「眉丈山第２－能登島半の浦断層帯」として，約39km区間を評価。

【設置変更許可申請時の評価】

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯については連動の検討対象としておらず，「眉丈山第２断層 約19km」，「能登島半の浦断層帯 約10km」を別々の断層として評価。

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

位置図

右図範囲

30ｋｍ

100ｋｍ

志賀原子力
発電所

0 50km

青下線は令和6年能登半島地震の知見を踏まえ，
評価を見直した箇所

眉丈山第２断層の長さの評価の見直し（補足資料4.1-1P.4.1-1-10）に伴い，能登島半の浦断層帯と近接して分布することから，両断層を新たに連動の検討対象として選定

※：航空レーザ計測データ及び日本水路協会
（2011，2016）により作成
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【邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯の連動の評価】

【見直し後の評価】

○邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯の連動について検討した結果，反射法地震探査により両断層間に連続する構造は認められず，文科省ほか（2024）は森本断層と邑知潟断層帯の地下
の断層構造が連続しないことを反映している可能性が現時点では考えられるとしているものの，両断層の傾斜方向が同じで，ひずみ集中帯内でほぼ連続して分布していることを踏まえ，総合
的に評価した結果，両断層は同時活動する可能性が否定できないことから，１つの起震断層として設定。

○邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯の連動を考慮することとし，「邑知潟南縁-森本・富樫断層帯」として，約74km区間を評価。

【設置変更許可申請時の評価】

○邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯については連動の検討対象としておらず，「邑知潟南縁断層帯 約34km」，「森本・富樫断層帯 約25km」を別々の断層として評価。

志賀原子力
発電所

30km

位置図

断層分布図
（赤色立体地図※）

※：「国土地理院タイル：赤色立体地図」背景
データとして使用し，一部加筆
「赤色立体地図ⓒアジア航測株式会社」

右図範囲

傾斜方向

邑知潟南縁断層帯断層位置

推定区間

森本・富樫断層帯断層位置（文献の断層トレースを基に評価した断層位置）

邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯
はほぼ連続（離隔距離は約400m）して
分布する。

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

青字：同時活動しない可能性を示唆する赤字：同時活動する可能性を示唆する

邑知潟南縁断層帯と森本・富樫断層帯の長さの評価の見直し（補足資料4.1-1P.4.1-1-12，14）に伴い，両断層は近接して分布することから新たに連動の検討対象として選定
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断層分布図

【能都断層帯と滝ノ坊断層の連動の評価】

位置図

右図拡大範囲

志賀原子力
発電所

0 50㎞

海上音波探査 Co15～Co12測線

【見直し後の評価】

○能都断層帯と滝ノ坊断層の連動について検討した結果，両断層は地形的な連続性は認められないものの，走向・傾斜が類似し，両断層ともに主に南東側隆起の変位センスを示す短い断層群
からなり，ほぼ一線に近接して分布していること，両断層を一連の断層帯としている文献があることを踏まえ，総合的に評価した結果，両断層は同時活動する可能性が否定できないことから，１
つの起震断層として設定。

○能都断層帯と滝ノ坊断層の連動を考慮することとし，「能都-滝ノ坊断層帯」として，約30km区間を評価。

【設置変更許可申請時の評価】

○能都断層帯の北東方に位置する滝ノ坊断層は，敷地から半径30km以遠に分布する規模の小さい断層であり，敷地への影響が小さいことから活動性及び長さの評価の対象及び能都断層帯と
の連動の検討対象として抽出しておらず，能都断層帯（約20km区間）のみを評価。

能都断層帯の断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）

推定区間

活断層（今泉ほか（2018））

滝ノ坊断層の断層位置（今泉ほか（2018）の断層トレースを基に評価した断層位置）

傾斜方向

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

滝ノ坊断層については活動性及び長さの評価の対象として抽出していないものの，能都断層帯と近接して分布することから，両断層を新たに連動の検討対象として選定
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【砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の評価】

補足資料4.1-1 設置変更許可申請以降に評価を見直した内容

令和6年能登半島地震の知見の反映

【見直し後の評価】

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動について検討した結果，両断層の同時活動を考慮した文献はないものの，ひずみ集中帯内で一部並走区間を伴って近接して分布し，地下で近
づく関係にある。また，両断層の平均変位速度は同程度であり，最新活動時期が同じ可能性があることを踏まえ，総合的に評価した結果，両断層は同時活動する可能性が否定できないこと
から，１つの起震断層として設定。

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動を考慮することとし，「砺波平野（東部）-呉羽山断層帯」として，約57km区間を評価。

【設置変更許可申請時の評価】

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯については連動の検討対象としておらず，「砺波平野断層帯（東部） 約21km」，「呉羽山断層帯 約35km」を別々の断層として評価。

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

断層分布図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

位置図

30ｋｍ

100ｋｍ

志賀原子力
発電所

0 50km

右図範囲

傾斜方向

青下線は令和6年能登半島地震の知見を踏まえ，
評価を見直した箇所

砺波平野断層帯（東部）の長さの評価の見直し（補足資料4.1-1P.4.1-1-１5）に伴い，呉羽山断層帯と近接して分布することから，両断層を新たに連動の検討対象として選定
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